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第1章 序論

1.1 研究背景
1.1.1 プラズマ波動観測

我々の住む太陽系宇宙空間では，太陽大気を起源とするプラズマ粒子の流れ

である太陽風が吹き付けられる．一方で地球は，およそ双極子に近似される，つ

まり地球を一つの棒磁石とみなせるような固有の磁場を持ち，この磁場が太陽

風によって有限領域に閉じ込められることで，地球磁気圏が形成される [恩藤，

丸橋, 2000]．極域で見られるオーロラは，太陽風と磁気圏の相互作用で発生す

る代表的な現象のひとつである．また，地球の超高層領域の中性大気は，太陽

からの紫外線やX線によって電離し，電離圏及びプラズマ圏を形成する．磁気

圏プラズマの構造は，太陽活動や地磁気活動，超高層大気の成分等，様々な要

因により絶えず変動し，その全容は未解明である．

このような複雑で巨大な電磁環境を解明するための有効な道具として，磁気

圏プラズマ内を伝搬する電磁波，すなわちプラズマ波動が挙げられる．プラズ

マ波動は，その生成や消失，伝搬過程の振る舞いがプラズマ粒子密度や磁場の

強さに依存するため，その特性を詳しく解析することで，磁気圏プラズマ環境

の推定が可能となる．磁気圏プラズマ波動は，条件に制約はあるものの地上で

も観測可能で，例えば，雷ホイスラと呼ばれる電磁波の地上観測データの解析に

より，磁気赤道域の電子密度分布の推定等が行われてきた [Park, 1974; Tarcsai

et al., 1988]．そして今日では，人工衛星の利用により，諸現象の発生源近傍で

直接的に粒子とプラズマ波動とを観測することで，より詳細な発生原理や成長

過程，相互作用の解明が進められている．

こうした磁気圏環境の解明が進むことで実現が期待されることのひとつに，

空間的・時間的変動の予測，いわゆる宇宙天気予報がある [恩藤，丸橋, 2000]．

宇宙天気予報は，通信，放送，測位，気象，科学衛星の誤動作の対策を可能に

したり，船外宇宙飛行士の被爆を防止したりと，我々の身近な生活，さらには

将来に向けた宇宙開発にとって非常に重要な役割を果たす．

一方，地球以外の他の太陽系惑星に関しても，固有磁場が現存，あるいは過

去に存在していて，地球の場合と似たようなプラズマ波動が発生することがわ

かっている [恩藤，丸橋, 2000]．また月等は固有の磁場は持たずとも，局所的な

磁気異常が発生し，それに伴って強度の強い電磁波が観測されることが確認さ
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れており [Kasahara et al., 2011]，磁気異常発生分布の推定や周辺現象との相関

解析にプラズマ波動観測が有用な手段となる．

1.1.2 日本における科学衛星

日本における人工衛星の歴史は，1970年の「おおすみ」[ISAS, 1970]打ち上げ

をもって幕を開けた．その後，日本初の科学衛星「しんせい」[ISAS, 1971]を皮

切りに，主に地球磁気圏を調査対象として，人工衛星を利用した宇宙科学探査プ

ロジェクトが次々と展開された．プラズマ波動観測に着目すると，衛星とその成

果の例として，1978年打ち上げの「じきけん」[Obayashi et al., 1979]による波

動と粒子の共鳴シミュレーション [Oya and Ono, 1981]，1989年打ち上げの「あ

けぼの」[Oya and Tsuruda, 1990]搭載プラズマ波動観測機VLF[Kimura et al.,

1990] のデータを用いたオメガ信号の変調要因の考察 [Nagano et al., 1993]や，

オメガ信号の伝搬ベクトルや遅延時間を基にしたプラズマ圏電子密度分布推定

[Kimura et al., 1995]等が挙げられる．また，1992年打ち上げの「GEOTAIL」

[Nishida et al., 1997]（米国 NASAとの共同プロジェクト）のプラズマ波動観

測機PWI[Matsumoto et al., 1994a]のデータからは，磁気圏尾部領域でのBEN

（brodband electrostatic noise）の詳細な波形構造の発見，そしてそれらの生成

メカニズムの検討等が行われた [Matsumoto et al., 1994b; Kojima et al., 1994;

Omura et al., 1994, 1996]．

先述した磁気圏観測衛星の内，あけぼのとGEOTAILは現在も運用中であり，

観測データが日々蓄積されている．あけぼのでは，衛星機上のアンテナで受信

した電界波形がアナログデータのまま地上の追跡局に伝送され，磁気テープ等

へ保存されていた．また，GEOTAILにおいては，観測波形データは衛星機上で

アナログからディジタルへと変換されたが，そこからさらに高度なソフトウェ

ア処理を行ってデータを加工するような機能はなかった．そのため，長期観測

に伴ってデータが大量に蓄積され，例えば，あけぼの衛星搭載プラズマ波動観

測装置のひとつであるWBAでは，30TB超に相当する量のデータが得られて

いる．このような長期観測に伴う大量データを効率的に解析するために，コン

ピュータリソースを活用してのデータ較正やノイズ除去，選別や抽出処理が必

要不可欠となっている．

1.1.3 近年の科学衛星の動向

科学衛星は黎明期から 20世紀末頃にかけては，地球磁気圏内での探査を主目

的としていたが，近年では，地球の衛星である月や，火星，金星といった深宇宙
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惑星にまでその探査対象を広げている [Kato et al., 2010; ISAS, 1998; Nakamura

et al., 2011]．しかし，衛星や惑星探査においては，衛星-地上間のデータ伝送が

地球磁気圏観測に比して遠距離となるため，通信容量の制約が厳しく，観測レ

ンジとリアルタイム性を同時に充足させることは困難である．例えば金星探査

衛星「あかつき」[Nakamura et al., 2011]では，大気の構造を調べるために複数

の撮像機器による連続的な画像の取得が望ましいが，画像 1枚当たりのデータ

サイズが 2MB程度であるのに対し，1日あたり地上に伝送可能なデータ量は最

大でも 70MB程度であり，間欠的な観測にならざるを得ない．

こうした状況の中で科学的成果を最大化するために，機上で A/D変換した

データに対してDSPや汎用プロセッサを用いてソフトウェア処理で圧縮等を行

うことで，送信データサイズを小さくする手法が取られている．例として，月

周回衛星「かぐや」[Kato et al., 2010]の月面地形カメラ LISM/TC[Haruyama

et al., 2008]には，離散コサイン変換を用いた画像圧縮機能が搭載され，公称圧

縮率 30%未満が実現された．また，これまでは地上解析で行われてきた，実際

のデータ内容に基づくデータ抽出や選別処理も徐々に実装が可能になってきて

おり，かぐやの自然波動観測装置WFC-L[Kasahara et al., 2008]には，データ

中の複数の周波数帯域における波動の強度を基準とし，不要な高周波帯域を削

減するデータ選別機能 [後藤 他, 2008]が搭載された．このように，対象とする

宇宙空間領域の深化と，衛星機上リソースの高度化によって，データ圧縮や選

別処理による観測効率化の需要が高まっている．

1.1.4 海外の科学衛星と日本の将来プロジェクト

海外においても，米国 NASAを筆頭に科学衛星プロジェクトが積極的に推

進されている．例としては，地球磁気圏プラズマの大域的な撮像を目的とした

「IMAGE」[Burch, 2000]，オーロラ領域のサブストーム生成過程の解明を目的と

した「THEMIS」[NASA, 2007]や，地球をドーナツ状に取り巻く高エネルギー

粒子領域の放射線帯（ヴァン・アレン帯，Van Allen radiation belt）を観測する

「Van Allen Probes」[NASA, 2012]などが挙げられる．欧州の科学衛星プロジェ

クトには，NASAの協力の下で欧州ESAが主導した，太陽風と地磁気との相互

作用を研究するための「Cluster II」[Balogh et al., 2001]や，仏国 CNESによ

る，地震と電離圏擾乱との関連を調査する「DEMETER」[Buisson, 2003]等が

ある．Cluster IIは 3機以上の複数衛星による多点観測の先駆け的なプロジェク

トで，現在も運用が続けられている．また，海外衛星での特徴的なオンボード
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ソフトウェアの一例を挙げると，太陽風の長期観測を目的として 1994年に打ち

上げられたWIND衛星のプラズマ波動観測装置WAVES[Bougeret et al., 1995]

には，ニューラルネットワークに基づくデータ選別機能が搭載されている．

一方，日本においてはGEOTAILを最後に，大規模な磁気圏観測衛星は打ち

上げられていないが，2005年には，小型科学衛星「れいめい」[Saito et al., 2006]

により，先端観測機器技術の衛星軌道上での実証が行われ，科学的成果に対す

る小型衛星の有用性が示された．現在は，2016年度の打ち上げを目指してジオ

スペース探査衛星「ERG」[Miyoshi et al., 2010] プロジェクトが進行中である．

ERGは，放射線帯の高エネルギー電子の発生メカニズムの解明を主目的として

おり，同じく放射線帯を観測するVan Allen Probesと観測データを組み合わせ

ることで，より詳しい解析が進むことが期待される．

その他，地球外惑星探査としては，ESAと共同の水星探査プロジェクト「Bepi-

Colombo」[Benkhoff et al., 2010]があり，こちらも 2016年度の打ち上げを目標

に開発が進められている．BepiColombo計画における磁気圏観測機MMOは，

地上とのデータ伝送レートが平均 4kbps以下なのに対し，例えばプラズマ波動

観測機PWIには最大でデータ生成レート約 5Mbpsの受信機が搭載されており，

データ伝送レートと生成レートの乖離は一層大きな問題となっている．その対策

として，PWIはサブバンド符号化による波形データの圧縮機能を持つ [Kasaba

et al., 2010]．

このように国際的な連携も盛んとなる昨今，今後は量的にも質的にも，科学

的成果に対する期待は益々大きくなることが予想される．

1.1.5 本研究の目的

先述したように，科学衛星での観測により，これまでに多くの成果が生まれ，

また現在も複数の将来プロジェクトが推進されている．特にプラズマ波動観測

においては，GEOTAILをきっかけにして，振幅や位相を詳細に解析できるディ

ジタル波形観測はますます重要視されている．こうした状況を踏まえ，本研究

ではまず，将来衛星の波形観測において有用なデータを効率的に取得するため

のソフトウェア設計に向けたフィードバックを目的として，月周回衛星かぐや

搭載の波形観測装置WFCが持つデータ選別機能である，自動帯域選別機能 [後

藤 他, 2008]を対象に，主に観測効率に着目した性能評価を行った．

一方で，既存のデータに関しても，まだ充分なデータ解析が行われていない状

況も多く，新たな知見獲得に向けた活用の余地があり，直近でも，あけぼのデー
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タを用いたイオンサイクロトロン波動からの磁気圏イオン組成比推定 [Matsuda

et al., 2014]や，GEOTAILデータを基にしたコーラスの非線形減衰過程の検討

[Habagishi et al., 2014]等の成果が挙げられている．当研究グループで保有する

あけぼの搭載波形観測装置VLF/WBA[Kimura et al., 1990] の観測データも解

析が充分でないデータのひとつで，1989年からの長期観測に伴って蓄積された

膨大なアナログ波形データの取り扱いの煩雑さから，網羅的な解析が為されて

いなかった．しかしながら，近年の計算機リソースや情報処理技術の進歩によ

り，データのディジタル化とともに較正処理の定型化が進み，今後の詳細解析

に向けた土台が確立された [笠原 他, 2014]．

本研究では，あけぼのWBA長期観測データの網羅的解析として，特徴的な

スペクトル構造をもつ電磁波，雷ホイスラ [Helliwell, 1965]に着目し，その発生

頻度の分布を調査した．雷ホイスラは，地上観測においては以前からよく研究

された波動であるが，衛星観測での長期的な解析は未だ充分に為されておらず，

本研究は，雷ホイスラと関連現象との包括的な理解に役立つと考えられる．ま

た，雷ホイスラのスペクトル形状を決定づけるパラメータの変動から，既存の

電子密度分布モデルの妥当性を検証する手法についても検討する．本統計解析

で用いた雷ホイスラ検出手法は，地上での解析だけでなく，衛星機上でのデー

タ選別に応用することも視野に入れており，データを取得しながら逐次的に行

うことも可能な設計である．

1.2 本論文の構成
本論文は 6章構成である．本章に続く第 2章では，月周回衛星かぐや搭載の

電磁波観測装置WFCの概要，及びそのサブシステムWFC-Lに搭載されたデー

タ選別機能の動作原理を説明する．そして，実運用観測データを用いて，主に

観測効率の向上に着目した性能評価の結果を示す．第 3章では，磁気圏観測衛

星あけぼの搭載の電磁波観測装置WBAのデータについて，強度較正を始めと

した地上解析手順を述べた後，スペクトル強度分布を利用したデータ抽出手法

の一例を示す．第 4章では，あけぼのWBAで頻繁に観測される特徴的な電磁

波のひとつである，雷ホイスラの統計解析結果を示す．まず，WBAスペクトル

データからの雷ホイスラ検出の手順を説明し，次に発生頻度の空間分布，時間

分布を示した後，先行研究による地上観測結果と比較し，共通点や差異，及び

その要因について議論する．第 5章では，雷ホイスラのスペクトル形状を決定
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付ける，分散と呼ばれる特徴量に着目した．分散は，雷ホイスラの伝搬経路上

の電子密度分布に依存して変化することが知られている．そこで，今後の応用

としてあけぼの軌道に沿って連続的に観測される雷ホイスラの分散の推移から，

既存の地球周辺電子密度分布モデルの誤差要因を推定する手法を検討する．最

後に第 6章で，本論文の結論をまとめる．
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第2章 月周回衛星かぐや搭載電磁波観測装置のデー
タ選別機能性能評価

月周回衛星かぐや搭載の自然波動観測装置 LRS/WFCには，有用な波形デー

タを効率よく取得することを目的として，自律的なデータ選別機能が実装され

た．本章では，2007年から 2009年のかぐや運用中に得られた実観測データを

基に，統計的な解析から同機能の性能評価を行った．評価の主な目的は，同機

能の選別アルゴリズム，及びその選別基準の妥当性・有効性の検証により，将

来の，特にかぐやと同じ月周辺探査衛星での自然波動観測装置へ搭載する機能・

ソフトウェアの設計に対するフィードバックを行う事である．

2.1 月周回衛星かぐや
月周回衛星かぐや [Kato et al., 2010]は，主衛星と 2機の子衛星「おきな」（リ

レー衛星）と「おうな」（VRAD衛星）から構成される．主衛星は月の極を通る

円軌道で高度約 100kmを周回し，2機の子衛星はそれより高い楕円軌道を周回

する．リレー衛星は，月の裏側の重力場計測のため主衛星が月の裏側を回って

いる時に，衛星状態を地上に送信する際の中継を行う．VRAD衛星はダイポー

ルアンテナを備え，主衛星，リレー衛星，VRAD衛星間でのVLBI（超長基線

電磁波干渉法）測定を行う．かぐやには 14種類のミッション機器が搭載され，

日本で初めての，アポロ以来最大となる月探査が行われた．

LRS（Runar Radar Sounder）[Ono et al., 2008; Ono et al., 2010]は，かぐや

の主衛星に搭載されている観測機器のひとつであり，SDR（Sounder），NPW

（Natural Plasma Wave），WFC（Wave Form Caputure）[Kasahara et al., 2008]

という 3つのサブシステムから成り立つ．SDRの主目的は，レーダー技術を用

いて月の地表及び地下構造を探査することである．NPW，WFCは，月周辺で

の月固有のプラズマ波動と，太陽，地球，他惑星から伝搬する自然波動の観測を

行う．NPW，WFCはカバーする周波数帯域が異なり，NPWは 20kHz∼30MHz

の高周波帯域を観測し，WFCは 100Hz∼1MHzの低周波帯域を観測する．次節

ではWFCの概要及び，WFC-L搭載のデータ選別機能について述べる．
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2.2 自然波動観測装置LRS/WFC

WFCでの自然波動観測には，SDRと共用の全長 30mの直交 2対のダイポー

ルアンテナを用いる．アンテナを含むかぐや衛星の概観を図 2.1に示す．かぐ

や衛星は三軸制御衛星であり，アンテナ面が常に月面に平行になるよう姿勢制

御される．

A2

A3

y
z

図 2.1: 月周回衛星かぐや概観図

WFCは 2つのサブシステムWFC-H（High），WFC-L（Low）から構成され，

WFC-Hは 1kHz∼1MHzの電界スペクトルを，WFC-Lは 100Hz∼100kHzの電

界波形を測定することが目的である．図 2.2にWFCのブロック図を示す．図

2.2の入力に用いられているA1∼A4の記号は，図 2.1のアンテナ先端に付され

た記号に対応している．図 2.2に示すように，WFCは入力に 5つのチャネルを

持つ．受信された信号は，前段のアナログ回路部にてBPF（Band Pass Filter）

や増幅器に通された後A/D（Analog to Digital）変換され，後段のディジタル

回路部に設けられたDSP（Digital Signal Processer）によりオンボードでソフ

トウェア処理が施される．次節からは，WFCサブシステムの内，本研究で扱う

WFC-Lの概要，そしてWFC-L搭載のディジタルフィルタリング機能，及びそ

れを用いたデータ選別アルゴリズムについて，それぞれ節に分けて説明する．
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図 2.2: WFCブロック図

2.2.1 WFC-L

WFC-Lは，図 2.2下部に示すように，図 2.1におけるアンテナA1-A3の差動

信号WFC-L-Xと，A2，A4それぞれをモノポールアンテナとし，衛星電位を基

準とした信号であるWFC-L-Y1，WFC-L-Y2の計 3成分を取得する．ただし，

WFC-L-Yは，A2-A4を 1対のダイポールアンテナとした差動信号を取得する

ことも可能であり，マルチプレクサによって選択できる．モノポール成分を測

定するモードをMONOモード，ダイポール成分を測定するモードをDIFFモー

ドと呼ぶ．MONOモード観測は，波の伝搬速度を干渉計の原理で測定する特殊

運用観測に用いられるため，本論文では，差動信号を計測するDIFFモード観

測のみを扱う．測定された信号は，100HzのHPF（High Pass Filter），100kHz

の LPF（Low Pass Filter）及び 20dBの利得 ON/OFFが可能な増幅器を 2段

通り，A/D変換器へ入力される．A/D変換器に入力された信号は，WFC-Hと

同様に 16bitディジタル信号として出力されるが，WFC-Lでは，出力レートを

250kHzまたは 125kHzから選択できる（それぞれ 2MHz，1MHzで 8倍のオー

バーサンプリング）．A/D変換器から出力された波形データは FIFOを介して

SRAM上に確保された波形蓄積バッファに蓄えられ，DSPによる波形処理が行
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われた後にミッションパケットの形で地上へ伝送される．

宇宙空間の電磁波解析を詳細に行うためには，周波数スペクトルの取得だけ

ではなく，振幅や位相情報を無歪みで含む波形観測が重要となる．しかし，人工

衛星における観測はテレメトリの伝送容量の制約が厳しく，広帯域で長時間連

続な波形データを取得しても，すべてを地上に伝送することはできない．序論

でも例を挙げたように，観測機上で生成されるデータは伝送容量に比べて非常

に大きく，WFC-Lにおいても，波形データ生成レートが最大で 250ksample/s×
16bit×3ch = 12Mbpsであるのに対し，割り当てられる最大伝送容量は 128kbps

で，生成レートの 1/100程度である．このことから，オンボード処理で如何に

データを縮小するかが効率的な波形観測を行う上で重要となる．波形観測では，

できるだけ連続的なデータを取得することが望まれるが，WFC-Lでは上記の制

約からリアルタイム伝送は不可能なため，連続波形を一旦機上バッファに蓄積

し，少しずつ地上に伝送する手法がとられる．このため，一定時間幅の連続波

形を断続的に観測する間欠観測となる．WFC-Lの波形観測の流れを図 2.3に示

す．一度の測定でバッファに蓄えられる連続波形時間は観測チャネル数とA/D

出力レートに依存し，1.5∼6秒で，これを約 2分かけて伝送する．こうした状

況下で観測効率を向上させるために，WFC-Lには，ディジタルフィルタリング

機能，及びそれを用いたデータ選別アルゴリズムとして「自動帯域選択機能」

（Automatic Filter Selection）[後藤 他, 2008]が実装された．次節からそれら機

能について説明する．

図 2.3: WFC-L波形観測概要
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2.2.2 ディジタルフィルタリング

A/D変換器からのディジタル波形データが最初に保存される FIFOで保持で

きるサンプル数の上限は約 4000であるが，SRAM上に別途 1.5MBの波形蓄積

バッファを設けることで，連続測定可能な波形データは FIFOの容量制限を受

けることなく最大 750,000サンプルとなる．表 2.1に波形蓄積バッファに蓄えら

れる最大データ長を示す．有効周波数上限や観測成分数を減らすことでデータ

長は最長 6秒となるが，先述したように，それでもなお伝送時間が圧倒的に長

い．そこで，データ取得頻度向上のため，ディジタルフィルタリングによるデシ

メーション機能が実装された．これにより取得する周波数帯域は狭まるが，伝

送時間が短くなるため，データ取得頻度を向上させることができる．デシメー

ション処理は，図 2.4,図 2.5 にそれぞれ示される振幅・位相周波数特性を持っ

た LPFを通した後，点数を 1/2に間引くダウンサンプルを行うことで実現して

いる．複数の帯域幅に対応するため 3段構成となっており，最終的なサンプリ

ング点数を 1/2，1/4，1/8から選択できるようになっている．フィルタは FIR

（Finite Impulse Response）により実現されており，図 2.4に示すように，遮断域

に対しては−67dB以下の利得を実現しており，サンプリング周波数 250kHzの

場合に通過域は 50kHzとなるよう設計されている．サンプリング周波数 125kHz

の場合はそれぞれさらに 1/2の帯域幅となる．また，図 2.5に示すように，通

過域において線形位相となるように設計されていることから，フィルタを適用

しても波形を歪みなく保持することが可能である．

表 2.1: 波形蓄積バッファに蓄積できる最大データ長

有効周波数上限（A/D出力レート）

50kHz（125kHz） 100kHz（250kHz）

1成分観測 6秒 3秒

2成分観測 3秒 1.5秒

デシメーション処理段数とA/D出力レート，波形測定間隔の関係を表 2.2に

示す．例えば，2成分観測，A/D出力レート 250kHzの場合，デシメーション

処理なしでは約 2分おきに 1.5秒の測定となるのに対し，3段のデシメーション

処理を行うことで，約 15秒おきに 1.5秒の測定が可能となる．この機能により，
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図 2.4: デシメーションフィルタ振幅周波数特性
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図 2.5: デシメーションフィルタ位相周波数特性

波形データの取得帯域及び取得頻度に対する自由度を向上させることが可能と

なった．
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2.2.3 データ選別アルゴリズム

前節のディジタルフィルタリングによるデシメーション機能を有効に活用す

るためのデータ選別アルゴリズムが，本節で説明する「自動帯域選択機能」[後

藤 他, 2008]である．同機能のブロック図を図 2.6に示す．ブロック図上部がデ

シメーション処理部分，下部が自動判定処理部分である．まず，BPFにより，

バッファに蓄えた波形データから，50∼100kHz，25∼100kHz，12.5∼100kHzの

3帯域を抽出し，それぞれの平均エネルギーを算出する．それを予め設定して

おいた閾値と比較することで，各帯域に有用な波動が存在するかどうかを判定

する．算出した平均エネルギー値が閾値を下回り不要とみなされた高周波帯域

に対し，前述のデシメーション処理を適用することでサンプル数を削減し，伝

送時間を短縮する．

かぐやによる自然波動観測では低周波側の帯域でより重要な波動が多く観測

されることが期待されていたため，同機能は有用な電磁波を効率よく観測する

ことを目的に運用された．また，各 BPF適用後の波形の最大振幅を用いた判

定も可能な設計である．これら BPFのフィルタ次数はデシメーション処理で

の LPFと同数に制限されているため，同 LPFと比較すると遮断域における減

表 2.2: デシメーション処理段数による波形測定間隔と有効周波数上限の変化

A/D出力レート 250kHz

デシメーション処理段数 波形測定間隔 有効周波数上限

0 117秒 100kHz

1 59秒 50kHz

2 29秒 25kHz

3 15秒 12.5kHz

A/D出力レート 125kHz

デシメーション処理段数 波形測定間隔 有効周波数上限

0 117秒 50kHz

1 59秒 25kHz

2 29秒 12.5kHz

3 15秒 6.25kHz
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図 2.6: 自動帯域選択機能ブロック図

衰利得が充分とは言えないが，通過域で線形位相となる設計により波形の保持

は可能であり，最大振幅を高精度に算出できる．最大振幅判定は，平均エネル

ギー判定では選別しにくい時間局所的な波形の選別を目的とした機能であった

が，運用計画・期間の都合で実運用は見送られた．各BPFの振幅・位相周波数

特性の詳細は付録A.1掲載の図に示すので，そちらを参照されたい．

なお，デシメーション処理を全く行わない場合には，レンジコーダーと呼ば

れる可逆圧縮法により，データを圧縮することができる [後藤 他, 2008]．しか

し，圧縮後のデータサイズは圧縮前に対し高々7割程度である．デシメーション

機能動作時にレンジコーダーを併用しないのは，同機能に配分可能なDSPのメ

モリ・演算性能のリソース内で，実装が困難だったことによる．

同機能はあけぼのWBA[Kimura et al., 1990] の観測データを用いて有効性を

検証済み [後藤 他, 2008]であるが，あけぼの衛星は地球の高度数千 kmで観測

を行い，また，スピン衛星であることによる波動強度の変動や，アナログ伝送

に起因する干渉ノイズがあり，かぐや衛星とでは観測される電磁波の種類も異

なる．こうした背景から，本研究ではかぐやWFC-Lの実観測データを用いた

同機能の性能評価を行った．

14



2.3 かぐやWFC-Lデータ選別アルゴリズムの性能評価
当グループは，かぐやWFCの観測データを，CDF[Facility, 2013]という汎

用データフォーマットを用いて保存している．CDFは，データアクセスの自由

度や容量節約の観点から，多量の科学データの扱いに適したフォーマットであ

るが，正しく扱うためにはその構造について詳しい理解が必要となる．そこで，

ユーザビリティの向上，アクセス方法の一元化を目的として，WFCデータ解析

用の共用ライブラリが開発された．本研究においても，このライブラリを利用

してWFC-Lデータの解析を行った．

波形データはそのまま描画しても特徴を直観的に捉えにくいため，一般的に，

FFT（Fast Fourier Transform，高速フーリエ変換）を利用したスペクトログラ

ム（f − t図）の形で可視化される．図 2.7に，WFC-L観測波形データのスペク

トログラム例を示す．2.2.1節で述べたように，本研究で扱うデータは全てダイ

ポールアンテナ直交 2成分を観測するDIFFモード時のものである．最下部の時

刻は，連続波形データの測定開始時刻を示しており，各周波数成分毎の強度の

時間変化を，右側のカラーバーに示す色を用いて dBµV/m単位で表している．

間欠観測であるため，連続波形毎にスペクトログラム間に白抜きのギャップを

設けて描画している．例えば，X, Yそれぞれ左端のスペクトログラムは，2007

年 12月 11日 11時 40分 05秒UT（Universal Time）を測定開始時刻とする 1.5

秒分の連続波形データの強度スペクトル変化を表す．また，Sat.（Saturation）

というタイトルの付いたバーは，波形データがA/D変換の数値上限に飽和して

いたかどうかを示す．

次に，データ選別モード時（自動帯域選別機能動作時）の観測データのスペ

クトログラム例を図 2.8に示す．この例では，左から 1, 9番目のスペクトログラ

ムがデシメーション処理無し，2, 3, 6, 7番目が 3段のデシメーション処理（取

得帯域 1/8），4, 5, 8番目が 2段のデシメーション処理（取得帯域 1/4）を施さ

れたデータである．

データ選別モード実運用時に，機上で削減・廃棄された高周波帯域のデータ

がどのようなものであったかは評価できない．また，データ選別モードは 2008

年 6∼8月に 1日 1, 2回の頻度で実運用されたが，運用期間が短く，キャプチャ

数（波形測定回数）は 1790であった．一方，通常観測時のキャプチャ数は 31153

であり，選別モード時と比べ遥かに大きいことから，統計を取る上での信頼性
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図 2.7: 通常観測データのスペクトログラム例

が高い．以上 2点を踏まえ本研究では，データ選別を行わず全観測帯域を地上

伝送した通常観測時の波形データに対し，機上と同じ選別アルゴリズムを地上

で適用することで，その評価を行った．

通常観測時のデータに選別アルゴリズムを適用し，選別結果をスペクトログ

ラムと共に可視化した例を図 2.9に示す．図の上部のスペクトログラムにおい

て，黒線より下が選別された帯域である．下部のグラフは，判定に用いた各抽

出帯域の平均エネルギーと閾値を表示している．線の色と帯域の対応は，黒-

0.1∼100kHz（抽出無し），青-12.5∼100kHz，緑-25∼100kHz，赤-50∼100kHzと

なっており，実線がキャプチャ毎に算出された平均エネルギー，破線が閾値を

示す．閾値の値は上から 52.1dB，49.9dB，48.7dBである．スペクトログラムは

絶対強度で示しているが，平均エネルギーと閾値は，A/D変換器の出力を用い

て算出した相対 dB値であり，各閾値を絶対強度に換算すると，32.3dBµV/m，

30.1dBµV/m，28.9dBµV/mとなる．このように，選別結果をスペクトログラ

ムと共に可視化することで，判定基準の違いによる選別結果の比較を行った．
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図 2.8: 選別されたデータのスペクトログラム例

2.3.1 観測効率

データ選別アルゴリズムによって，観測 1キャプチャにおける伝送サンプル

数は最小で 1/8となるため，それに伴い伝送時間も最小で 1/8となる．伝送時

間が短縮されれば観測頻度が上がるため，観測効率がよくなると言える．本論

文では以降，ある期間におけるデータ伝送時間の総和の比を観測効率向上率と

呼ぶこととし，観測効率の評価指標とする．観測効率向上率は次式で算出する．

観測効率向上率 =
データ選別なしの総伝送時間
データ選別ありの総伝送時間

(2.1)

データ伝送時間については，伝送サンプル数が 1/8となるデシメーション処理

3段の場合を 1と正規化し，2段，1段，0段（デシメーション処理無し）でそ

れぞれ 2, 4, 8とする．

通常観測全キャプチャに対してデータ選別アルゴリズムを適用した場合のデ

シメーション処理の内訳を表 2.3に示す．表 2.3を基に，式 (2.1)から観測効率

向上率を算出すると
8×N∑i=3

i=0[2
3−i ×Ni]

≈ 3.8 (2.2)
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図 2.9: 地上シミュレーションによるデータ選別例

となり，通常観測全キャプチャに対してデータ選別モードを動作させた場合，約

3.8倍の観測効率向上が見込めたことがわかる．

表 2.3: 通常観測時全取得データに対するデータ選別処理の内訳

総キャプチャ数 31153(N)

デシメーションなし 2711(N0)

1/2 デシメーション 3401(N1)

1/4 デシメーション 5076(N2)

1/8 デシメーション 19965(N3)

かぐやは，太陽風と月の相互作用で励起する電磁波や，地球から伝搬してく

るAKR[Gurnett, 1974]等の電磁波に対し，図 2.10のように月の陰に入ること

でそれら電磁波が遮断された環境での観測が可能となる．太陽・地球に対して

の領域別観測効率変化を表 2.4 に示す．太陽風由来の電磁波が観測される領域，
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陰になる領域をそれぞれ日照，日陰，地球由来の電磁波が観測される領域，陰

になる領域をそれぞれ可視，不可視と表している．表から，日陰領域で特に高

い観測効率が得られることがわかる．さらに，それぞれの領域のデシメーショ

ン処理内訳を表 2.5に示す．どの領域でも，1/8デシメーション処理が最も多い

が，日陰領域ではそれが特に顕著である．これは，かぐやが日陰領域に入ると，

高周波帯域に重要な波動が見られなくなることから，低周波帯域に絞った観測

を効率的に行えることを示している．

図 2.10: かぐや周回軌道概観

表 2.4: かぐや観測領域別の観測効率変化

キャプチャ数 総伝送時間 総伝送時間 観測効率

（選別なし） （選別あり） 向上率

日照・可視 18409 147272 41530 3.5

日照・不可視 6527 52216 17116 3.1

日陰・可視 3410 27280 3819 7.1

日陰・不可視 2807 22456 2944 7.6

2.3.2 観測効率の日照・日陰領域依存性についての考察

2.3.1節において，日照と日陰の違いで観測効率が大きく変化することを示し

た．この様子をさらに詳細に確認するため，太陽真正面からの緯度・経度の領

域別に観測効率の変化を調べた．その結果を図 2.11に示す．このグラフは，月

を中心とした SSE座標系で表している．SSE座標系は，太陽直下点を原点と
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した座標系であるので，経緯度を軸とした場合，0度が月面における太陽直下

点（Subsolar point）となる．図 2.11では，緯度・経度共に 45度区切りで領域

を分けている．右側のカラーバーに示される色で，1∼8の観測効率向上率を表

している．また，左右端側の破線で丸く囲われた範囲が日陰領域である．図か

ら，日陰領域の境目で観測効率の変化が特に著しいことがわかる．この理由は，

1kHz-1MHzのスペクトルデータを取得するWFC-Hのデータと比較することで

説明できる．図 2.12はWFC-Hの観測により得られたスペクトログラムの一例

である．スペクトログラムの見方は，WFC-Lと同様で，横軸が時間，縦軸が周

波数を表し，カラーバーに示される色が強度に対応している．最下部の赤矢印

で示される期間が日照領域中，青矢印で示される期間が可視領域中である．ス

ペクトログラム中，可視領域のおよそ 100kHz-300kHzの帯域で強く観測されて

いるのが，地球から伝搬してくる AKRと呼ばれる電磁波である．一方，日照

領域ではおよそ 30kHz以下で強い波動が観測されているが，これらは太陽風と

月の相互作用によって発生する電磁波である．このように，WFC-L観測周波数

帯域（100Hz∼100kHz）においては，太陽風と月の相互作用による電磁波が支

配的で，それより高周波帯域に存在する AKR等の地球から伝搬した電磁波が

WFC-Lの観測周波数帯域に含まれることは少ない．すなわち，太陽風由来の月

周辺電磁波はWFC-L観測周波数帯域において活発であるため，日照・日陰の

表 2.5: 領域別デシメーション処理内訳

日照・可視　総キャプチャ数 18409

デシメーション無し 1798

1/2 デシメーション 2324

1/4 デシメーション 3563

1/8 デシメーション 10724

日照・不可視　総キャプチャ数 6527

デシメーション無し 874

1/2 デシメーション 1051

1/4 デシメーション 1318

1/8 デシメーション 3284

日陰・可視　総キャプチャ数 3410

デシメーション無し 30

1/2 デシメーション 21

1/4 デシメーション 136

1/8 デシメーション 3223

日陰・不可視　総キャプチャ数 2807

デシメーション無し 9

1/2 デシメーション 5

1/4 デシメーション 59

1/8 デシメーション 2734
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領域変化が観測を大きく左右するが，一方で，地球由来の電磁波はWFC-Lで

捉えられることが少なく，可視・不可視の違いは観測にあまり影響しない．そ

の結果，表 2.4に示す観測効率の変化が得られたと考えられる．

図 2.11: SSE座標系での緯度経度領域別の観測効率変化

これらの事実を踏まえると，ウェイク領域中はデータを選別しなくとも，そ

もそも高周波帯域まで観測する必要がないとも考えられる．しかし，ウェイク

（日陰）領域内に太陽風中の陽子・イオンが入り込む場合があることが，かぐや

の観測から明らかになっており [Nishino et al., 2010]，その際は比較的高周波

まで強い波動が観測される．その一例を図 2.13に示す．上記のイベントは 2008

年 04月 04日の 18時 48∼53分UTに観測されており，その時間帯に含まれる図

2.13の 3番目のスペクトログラムを見ると，25kHz付近まで強い波動が観測さ

れていることが確認できる．統計的にも，表 2.5の内訳から，ウェイク領域中

でも強い波動が観測される場合があることが示され，観測頻度の低さから，観

測意義の大きい珍しい事象と言える．

以上から，データ選別アルゴリズムを利用することによって，観測効率の向

上を実現しつつ，観測頻度が低い貴重な波動現象も逃さずに取得することが可

能になると言える．
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図 2.12: WFC-Hデータのスペクトログラム例

2.3.3 判定基準の違いによる選別結果の比較

判定基準の妥当性を評価するため，平均エネルギー判定による選別結果と，実

装はされていたが実運用を見送られた最大振幅判定による選別結果との比較を

行った．その例を図 2.14，2.15に示す．上部に平均エネルギー判定，下部に最

大振幅判定によるそれぞれの選別結果とスペクトログラムを示す．比較を容易

にするため，エネルギーグラフは省いている．平均エネルギー判定による選別

結果を見ると，30kHz付近に存在する強い狭帯域波動（電子プラズマ波）が定

常的に含まれる周波数帯が漏れなく選別できていることがわかる．しかし，図

2.14の左から 7，8番目のスペクトログラム，図 2.15の左から 1，2，4，10番目

のスペクトログラムに見られる時間局所的な広帯域波動は高周波帯域部分が選

別から漏れている．

最大振幅判定は実運用では用いられず，適切な閾値が決まっていなかったた

め，通常観測全キャプチャに対する観測効率向上率が平均エネルギー判定とほ

ぼ同等（約 3.8）となるような閾値を設定し，それを用いて判定を行った．平均

22



図 2.13: ウェイク領域中で比較的強い波動が観測される例

エネルギー判定と比較すると，突発的に現れる広帯域波動を高周波帯域まで選

別しやすくなっていることがわかる．しかし逆に，平均エネルギー判定で選別

できていた定常的な狭帯域波動を選別できないことも少なくない．

2.3.4 判定基準の妥当性

2.3.3節において，平均エネルギー判定では長時間に及ぶ強い狭帯域波動に対

してはより有効であるが，時間局所的な波動に対しては最大振幅判定のほうが

取りこぼしが少ないことが示された．しかしながら，WFC-L観測データで比

較的よく見られる時間局所的な広帯域成分の発生原因は，図 2.16の波形に示す

ような，A/D変換器の飽和によることが明らかとなった．飽和するからには強

度の強い波動ではあるが，理論的に自然のプラズマ波動が 100kHzにまで及ぶ

広帯域となる可能性は低いため，最大振幅判定は有効でなかったと考えられる．

また，仮に有意な波動であったとしても，図 2.15下部の右端の選別結果からわ

かるように，広帯域波動の高周波帯域部分を充分に選別しきれていない．これ

は，本研究での最大振幅判定における閾値を，平均エネルギー判定と同等の観

測効率となることを目安に設定した結果，与えた閾値が高すぎたからと考えら

れ，時間局所的な波動を無歪みで選別できる充分な感度を確保するためには，本
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図 2.14: 平均エネルギー判定と最大振幅判定との選別結果の比較（1）

評価で用いた閾値より低く設定する必要がある，すなわち，平均エネルギー判

定に比べ観測効率を犠牲にする必要があると言える．パルス状波形をはじめと

した時間局所波動は科学的に重要な研究対象となりうるため，飽和波形と区別

する等の機能の追加・改善が求められる．

2.3.5 閾値の妥当性

データ選別時の判定に用いる背景雑音閾値は，初期運用期間の観測データを

用いて基準値が決定された．そして，各判定帯域に対する閾値は，フィルタ係

数と雑音の周波数特性との掛け合わせで算出された [後藤 他, 2008]．雑音エネ

ルギーの周波数特性は 1/fα（f は周波数，−2 ≤ α ≤ 2）を仮定しており，実運

用時，及び本論文では α = 0と仮定していた．しかし，定常運用期間の全観測

データを用いて統計的に再度 αを推定したところ，α = 1 ∼ 2程度が適当であ

ることがわかった．以下に推定方法を説明する．

図 2.17に，10∼100kHz間の各周波数点毎の強度の頻度分布を示す．横軸が周

波数，縦軸がエネルギーであり，カラーバーに示す色によって，各周波数点毎の

エネルギーの頻度（カウント数）を表す．選別結果のスペクトログラムをいく

つか確認すると，どの周波数帯域においても，自然波動らしき電磁波が観測さ
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図 2.15: 平均エネルギー判定と最大振幅判定との選別結果の比較（2）
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図 2.16: 飽和波形の例
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れている時間より，強い波動が観測されていない時間のほうが長いと見受けら

れたことから，各周波数点で最も頻度が高い強度を雑音エネルギーと見なすこ

ととした．そのように捉えると，雑音エネルギーは周波数に対し全体として右

肩下がりの推移をしていると言える．なお，40kHzや 53kHz前後等で最頻値が

急激に上昇するのは，定常的な機器干渉ノイズが原因である．P をエネルギー

（電力），Cを定数として，P が 1/fαの周波数特性を持つということを式で表

すと，

P = C × 1/fα (2.3)

となる．さらに，(2.3)式の両辺とも常用対数を取り 10倍すると，

10log(P ) = −10αlog(f) + 10log(C) (2.4)

であり，ここで，PdB = 10log(P )，A = −10α，x = log(f)，C ′ = 10log(C)と

して (2.4)式の記号を置き換えると，

PdB = Ax+ C ′ (2.5)

という式が得られる．すなわち，図 2.17のような両対数グラフの直線の傾きか

ら，αを求めることができる．10→100kHz間の最頻値の推移に直線を当てはめ

ると，およそ傾きA = −10 ∼ −20が妥当だと考えられたため，α = 1 ∼ 2程度

だと推定した．なお，判定に用いる抽出帯域は下限が 12.5kHzのため，10kHz

以下の特性については考慮していない．また，厳密には最頻値が雑音強度とは

限らないが，分布の最低値も右肩下がりであるため，少なくとも a > 0である

と言える．

α = 1 ∼ 2とした場合，図 2.18に示すように，高周波ほどエネルギー密度が

低くなるため，25∼100kHz及び 50∼100kHzの各判定帯域に対する閾値はα = 0

に比べそれぞれ約 1∼3dB，2∼6dB低くなる [後藤 他, 2008]．この閾値を用いて

観測効率向上率を算出したところ，全体で約 3.7∼3.3と若干低くなったが，観

測領域別の傾向に大きな差異は見られなかった．2.2.3節でも述べたように，か

ぐやの自然電磁波観測は低周波帯域をより重要視していたが，結果的にも，背

景雑音に近い微弱な高周波波動より，低周波波動に重点をおいた運用が行われ

たことが明らかになった．
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図 2.17: 各周波数毎の強度の頻度分布
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図 2.18: α = 0, 1, 2それぞれにおける 1/fα周波数特性
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2.3.6 機上実装処理における制約の影響

実運用の機上処理においては，観測フローと演算速度による制約から，データ

選別の判定に用いるデータはバッファ内全データの 1/60に限られ，さらに，そ

のデータはバッファ内の前半 10箇所から抽出していた．判定に使われるデータ

位置の概要を図 2.19に示す．1キャプチャデータにおける 1chあたりのサンプル

数は 375000点であり，その 1/60の 6250点が判定に用いられる．各サンプルの

アドレスを 0-374999に割り当てるとすると，0-624，12500-13124，25000-25624，

37500-38124，... ，112500-113124，という 12500点毎の先頭 625点×10がその

内訳である．機上では，バッファいっぱいまでデータが満たされると，そのデー

タは即時地上へ伝送されるため，バッファにデータが満たされる前に選別の判

定を行う必要がある．そのため，このようなバッファ先頭に偏ったデータを判

定対象とした選別が行われた．本節では，この制約による選別結果への影響を

述べる．

図 2.19: 機上処理で判定に用いられるデータ

バッファ内の全データを用いて判定した場合と，データを制限し実運用と同

じ判定を行った場合の比較例を図 2.20，図 2.21に示す．各図の上部が全データ

を用いた場合，下部が，同じキャプチャに対し実運用と同じ部分データ判定処理

を行った場合の選別結果である．図より，機上処理では判定に局所的なデータ

を用いているため，時間局所的に強い波動を観測したときに，本来不要とみな

される高周波帯域部分まで選別してしまうことが少なくない．また，それとは

逆に，長時間強度の強い波動が見られる帯域であっても選別しない事例もある．

観測効率向上率は全キャプチャで約 3.0，最も高い日陰・不可視領域において

も約 5.6であり，全データ判定に比べ効率が悪くなった．全データ判定と，部

分データ判定との選別結果の差異を表 2.6に示す．一致は，全データ判定と部
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図 2.20: 全データ判定と部分データ判定との選別結果の比較（1）

分データ判定で選別結果が同じ場合，過多は，部分データ判定のほうが広い帯

域まで選別した場合，不足は，全データ判定で選別される帯域を部分データ判

定で取りこぼした場合を表す．過多の事例が不足と比べて多いのは，部分デー

タ判定では判定対象となるデータ 10箇所をそれぞれ独立して判定し，最も上限

周波数の高い選別結果をそのキャプチャの最終的な選別帯域としているからで

ある．このことが，観測効率の低下の原因と考えられる．一方，このような設

計により，本来選別されるべき帯域が選別されないキャプチャ数の，全キャプ

チャ数に対する割合は約 4.8%(1502/31153)と，ごく一部に限られている．

表 2.6: 部分データ判定と全データ判定との差異

総キャプチャ数 31153

一致 22121

過多 7530

不足 1502
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図 2.21: 全データ判定と部分データ判定との選別結果の比較（2）

以上のことから，機上で行われた部分データ判定では，観測効率は低下する

ものの，選別漏れは 5%以内に収まっており，実用上有効な実装設計ができてい

たと言える．

2.4 かぐやWFC-Lデータ選別機能の性能評価まとめと今後の
課題

最後に，本章で述べた性能評価の結果を簡潔にまとめる．

• データ選別アルゴリズムを利用することで，観測効率の大きな向上が見込
める．

• 最大振幅判定は，時間局所波動の選別を目的として組み入れられた機能だ
が，WFC-Lでそうした波形を歪みなく選別するためには，平均エネルギー

判定に比べて観測効率を犠牲にする必要性が示唆された．また，それらを

解析する際には飽和波形との区別が不可欠となる．

• 観測データの統計的な解析により，WFC-Lで得られた月周辺の自然波動は

右肩下がりの周波数特性を持つことがわかった．つまり，白色特性を仮定

していた実運用ではより低周波帯域を重視した選別が行われたと言える．
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• 実装時のリソース制約による影響は無視できない．今回の実装方法では，選
別帯域の不足という形でのデータ損失頻度は抑えられていたが，観測効率

の低下は免れず，今後も益々のリソース充実や設計への工夫が求められる．

本研究で評価対象としなかったMONOモード観測は，主に月起源の電磁波を

ターゲットに据えており，常に上限帯域を50kHzとした運用が行われた．MONO

モードの電磁波測定は衛星電位を基準とするため雑音が混入しやすく，DIFFモー

ドとは別途の評価が必要となる．また，評価の観点について，今回は主に観測

効率に着目したが，観測対象の観測条件・観測確率が予めわかっている場合に

は，それに基づき取りこぼしの可能性を考慮した別の評価指数の導入を行うこ

とで，将来の選別機能設計に向けてより包括的なフィードバックが期待できる．
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第3章 磁気圏観測衛星あけぼの搭載電磁波観測装置
のデータ解析手法

磁気圏探査衛星あけぼのは 1989年から現在まで運用が続けられ，膨大な観測

データを取得してきた．しかしながら，解析対象としての大量データの扱いは

容易ではなく，当研究グループが管理する広帯域波形観測装置 VLF/WBA の

観測データについても，近年になってようやく網羅的な解析の土台が確立され

た段階である．本章では，WBAデータの基本的なフォーマットや，HKデータ

を基にした強度の較正手法について述べる．また，今後の効率的な解析に向け

たアプローチの一例として，スペクトルの強度分布を基にしたデータ抽出手順

とその結果を示す．

3.1 磁気圏観測衛星あけぼの
磁気圏観測衛星あけぼの [Oya and Tsuruda, 1990]は，オーロラ領域及びプ

ラズマ圏の粒子やプラズマ波動観測を目的として 1989年 2月に打ち上げられて

以降，現在も運用が続けられており，26年の継続運用達成を目前にしている．

初期の軌道要素は，近点高度 275km，遠点高度 10500km，軌道傾斜角 75◦であ

り，周期は約 221分である．あけぼの運用初期はデータを追跡する受信局は日

本，カナダ，スウェーデン，南極の 4箇所で運用されていたが，カナダのプリ

ンスアルバートと南極昭和基地からの追跡は 2003年に終了し，現在は日本の内

之浦宇宙空間観測所（Uchinoura Space Center，USC）とスウェーデンのエス

レンジ（Esrange Space Center，ESR）の 2局から追跡される．VLF波動観測

装置（VLF）[Kimura et al., 1990]を始めとするいくつかの機器は現在も使用可

能であり，25年以上の継続データ取得を実現した．地球磁気圏に大きく影響す

る太陽活動周期は 11年 [恩藤，丸橋, 2000] であることから，あけぼのは太陽活

動 2周期以上の継続運用を達成しており，あけぼの長期観測データを詳細に解

析することで，地球磁気圏の包括的な空間・時間的変動を理解する手がかりが

得られると期待される．

3.2 広帯域スペクトル受信機VLF/WBA

VLF[Kimura et al., 1990]は 20kHz以下のプラズマ波動を測定することを目

的とする．VLFは次に挙げる 5つのサブシステムから構成される．WBA（a
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wide band analyzer），MCA（multi channel analyzers），PFX（Poynting flux

analyzers），ELF（ELF range analyzers），そして VIP（a vector impedance

probe）である．これらサブシステムのセンサーと直接接続されたループアン

テナとダイポールアンテナ，そして共用のプリアンプがあけぼのに搭載される．

VLFは，長さ 60mの 2対の直交ダイポールアンテナを通して電界を測定する．

また磁界は，800Hz以上に関しては 3軸直交のオープンループアンテナ，800Hz

未満は 3軸直交サーチコイルによって測定される．

本論文で扱うのは，WBAで観測されたデータである．WBAは，50Hz-14kHz

の電界もしくは磁界 1成分のアナログ波形を測定する．コーラスやヒス，ホイ

スラといった地球磁気圏の典型的なプラズマ波動がWBAによって頻繁に観測

されている．測定された波形にはまず，振幅変調の 1種であるVSB（Vestigial

Side Band）変調が施され，その後アナログテレメトリーで地上局に伝送され

る．VSB変調の搬送波周波数は 20kHzで，下側側波帯が利用される．

3.2.1 WBAディジタルデータフォーマット

WBAデータは元々アナログ波形形式で磁気テープに保存されていたが，今日

では大半のデータがディジタル音声フォーマットのWAVEへと変換済みである．

WBAデータ用のWAVEファイルはサンプリング周波数が 48kHz，量子化ビット

数が 16bitsで，WBAで観測している周波数帯域は 20kHz未満であることから，

データの損失なくディジタル音声ファイルに変換できる．変換されたデータには，

1ファイル毎に1軌道分のディジタル波形が含まれる．WAVEファイルには2チャ

ネルあるが，右（R）チャネルには観測された波形，左（L）チャネルには時刻

を表すタイムコード波形 [TIMING COMMITTEE TELECOMMUNICATIONS

AND TIMING GROUP RANGE COMMANDERS COUNCIL, 2004; 株式会社

昌新, 2012] がそれぞれ記録される．タイムコードをデコードすることで，波形

の測定時刻が得られる．

3.3 WBAスペクトルデータ強度較正
WBAは，観測する波形の強度に対して充分なダイナミックレンジを得るため

に，WIDA（wideband dynamicrange amplifier）と呼ばれる，利得 25dBのアン

プが 3段組み込まれており，それぞれのON/OFFを切り替えることで，0∼75dB

の利得を 25dB刻みで制御可能である．WIDAの作動段数情報は，アクセスの

利便性確保のため専用のデータベースに保存されている．WBAデータの網羅
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的な解析のためには，予めWIDA利得の強度較正を行う必要がある．

図 3.1に，WAVEファイルから強度較正後のスペクトルデータを得るまでの

処理の流れを示す．WAVEファイルの左チャネルからは，タイムコード波形の

デコードにより時刻を算出し，それを基にデータベースからWIDA作動段数を

得る．右チャネルから読みだした波形データについては，FFTにより強度スペ

クトルを算出し，その周波数インデックスを搬送波周波数を基準に入れ替える

ことで，VSB復調後のスペクトルデータを得る．復調後のスペクトルデータか

ら，各時刻毎にWIDA作動数に応じた強度を差し引くことにより，強度較正を

行う．WIDAアンプの利得は 25dB/段の設計であったが，観測データの統計的

解析により，実際の強度変動は 15dB/段程度であることが判明したため，強度

較正で差し引く強度は 15dB/段とした．

図 3.1: WBAデータ較正処理フロー

3.3.1 観測データとWIDAステータスの同期補正

WIDAステータスは観測データとは別のHKデータとしてデジタルテレメト

リで地上に伝送されるため，スペクトルデータとは時間分解能が異なる．本研

究で扱うWBAスペクトルデータは，サンプリング周波数 48kHzの波形に対し

て 960点毎の FFTによって導出するため，周波数分解能は 50Hz，時間分解能

は 20msであるが，WIDAステータスは 0.5秒毎に記録されている．そのため，

スペクトログラム上では，WIDAによる実際の強度変動の切り替わり時刻に対

して，最大で約 0.5秒の較正時刻のずれが生じうる．図 3.2に，較正前のWBA

34



データスペクトログラムの例，図 3.3に，同データに対する強度較正後のスペク

トログラムを示す．図 3.3から明らかなように，このスペクトログラムにおいて

は，およそ 5.2∼5.6秒の範囲のスペクトル強度が不自然に低くなってしまって

いる．これは，実際のWIDA切り替わり時刻（経過時間約 5.2秒）に対して，ス

テータス上の切り替わり時刻が遅れており，該当範囲で本来よりも大きな強度

値が差し引かれているためである．そこで，ステータス変化時刻の周辺で実際

に観測データのスペクトル強度変化が大きい時刻を探索することで，観測デー

タとWIDAステータスの同期を行った．

図 3.2: 強度較正前のスペクトログラム

WIDAの作動数切り替えタイミングでは，観測帯域全体に渡って突発的にス

ペクトル強度が大きく変化する．一方，自然波動において，そのような広帯域

に渡る極端な強度変化が起こることは考えにくい．そこで，周波数方向の平均

強度を求め，その平均強度が大きく変化した時刻を実際のWIDA作動数切り替

わり時刻とすることで，同期補正を行う．ただし，自然波動でもパルス状の波形

に関しては瞬間的に強度の強い広帯域スペクトルが現れることもあるため，平

均強度に対してメディアンフィルタを適用して平滑化し，それを基に補正処理

を行った．図 3.4に，図 3.2のスペクトル強度切り替わり時刻の周りにおける周

波数方向平均強度の時間変化を示す．経過時間 5.2秒あたりで平均強度が大きく
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図 3.3: 同期補正なしで強度較正したスペクトログラム

変化していることがわかる．さらに，図 3.4にメディアンフィルタを適用し，平

滑化した平均強度変化は図 3.5に示す通りである．この平滑化により，パルス状

の自然波動の測定時刻をWIDA切り替わり時刻と誤判定することを抑制する．

同期補正を組み込んだ強度較正処理手順をまとめると以下のようになる．

1. 観測データの時系列に沿って順次データベースからWIDAステータスを読

み出す．ステータスの変化があれば，その時刻の前後 0.5秒，計 1秒間を実

際のWIDA作動数切り替わり時刻の探索範囲とする．

2. 探索範囲の各時刻の強度スペクトルに対し，100Hz∼10kHzの帯域における

平均強度を算出する．周波数分解能は 50Hzなので，平均化点数は 199で

ある．

3. 2で求めた各時刻の平均強度に対し，前後 2点，計 5点のメディアンフィル

タを適用し，平滑化する．

4. 3で得られた各時刻の平滑化強度について，ひとつ前の時刻との差分を算

出する．差分がステータス変化量に応じた閾値を上回っていれば，その時

刻を実際のWIDA作動数の切り替わり時刻とする．ここで閾値は，ステー

タス（WIDA作動数）変化量×7.5dBで決定する．

5. 以上までの処理で補正された同期時刻を用いて，スペクトル強度から，WIDA
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図 3.5: 図 3.4にメディアンフィルタを適用し，平滑化した平均強度変化
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作動数×15 dBを差し引く．

図 3.6に，同期補正込みの強度較正済みスペクトログラムを示す．不連続な強

度変化は見られず，適切に較正が行われたことを確認できる．

図 3.6: 同期補正後に強度較正したスペクトログラム

3.4 スペクトル強度分布を利用したデータ抽出法
本節では，強度較正済みのWBAスペクトルデータを対象に，強度分布に基づ

いた電磁波抽出手法を提案する．対象とするスペクトログラムを図 3.7に示す．

このスペクトログラムは，48kHzサンプリングのWBAデータに対し，4000点

毎に 4096点 FFTを適用し得られたもので，時間，周波数分解能はそれぞれ約

83ms，12Hzである．スペクトログラム中の，0∼2kHzと，4∼6kHzに見られる，

時間経過に伴い周波数が上昇する成分の連なりはコーラスと呼ばれ，地球磁場

が擾乱から回復する過程で頻繁に観測されることから，そうした磁気嵐の発生・

回復機構との密接な関わりが議論されている [Sazhin and Hayakawa, 1992]．

図 3.7に示す 20秒間のスペクトログラムから，0∼2kHz，4∼6kHz，8∼10kHz

の 3つの帯域のエネルギー（累積密度）を求め，その度数分布を示した図がそ

れぞれ，図 3.8，図 3.9，図 3.10である．度数の総和はいずれも 240点（スペク

トログラムの時間方向点数）である．帯域中に強い波動が見られない 8-10kHz
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図 3.7: コーラスの含まれるスペクトログラム例

のエネルギーは，ガウス分布に近い分布を示したが，コーラスの成分が見られ

る 0-2kHz，4-6kHzでのエネルギーは，強度の強い方向への分布の広がりが見

られる．そこで，強度分布の平均値から離れた大きな強度を持つ点以外を閾値

処理で抑圧することで，スペクトログラム上でのコーラスの抽出を試みた．閾

値は，強度分布の平均 µと分散 σから，µ+ 1.28× σで，周波数毎に算出した．

これは，ガウス分布で累積密度分布がおよそ 9割となる値で，この閾値設定に

よって分布の上位に属する点のみが残るため，背景雑音に比して大きな強度を

持つスペクトルのみが抽出されると考えられる．

提案手法によるスペクトル抽出例を示す．7kHz以上の高周波帯域には不要と

思われる点も多く残ってしまっているが，およそ 6kHz以下の帯域においては，

コーラスのスペクトル形状が鮮明に抽出できていることがわかる．この抽出結

果を利用し，例えば残った点の密度が大きい帯域のみを選択することで，簡易

的なデータ選別が可能である．

位相や波形情報を用いずに強度スペクトルのみを用いて雑音と重要電磁波を

区別することには限界があるため，提案手法は抽出精度の面では効果的と言え

ない．しかしながら，単純な手法であるが故に，衛星機上に同様の処理を組み込

むことも容易である．多数のサンプルから平均と分散を求めることは計算負荷

が大きいが，リアルタイム性が求められる場合においても，かぐやのデータ選
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図 3.8: 0∼2kHzのエネルギー度数分布
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図 3.9: 4∼6kHzのエネルギー度数分布

別機能のように対象サンプル数を減らしたり，あるいは適応フィルタを用いた

閾値の簡易的な更新等，実装手法を工夫することで，対応が可能だと考えられ

る．このように，地上でのデータ解析手法を検討することで，衛星機上観測装

置における処理の高度化，ひいては観測の高効率化に繋げることが期待される．
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図 3.10: 8∼10kHzのエネルギー度数分布

図 3.11: 図 3.7の強度分布を基にしたスペクトル抽出結果
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第4章 あけぼのVLF/WBA長期観測データを用い
た雷ホイスラの統計解析

あけぼの衛星で頻繁に観測される波動現象のひとつに雷ホイスラと呼ばれる

電磁波がある．本章では，長期間のWBAデータから自動検出した雷ホイスラ

の観測頻度を，空間・時間の条件毎の分布にまとめ，先行研究との比較から特

徴及びその要因を考察した．

4.1 雷ホイスラ
雷ホイスラは，その名の通り雷放電を起源とするVLF（Very Low Frequency,

超長波）の一種である [Helliwell, 1965]．雷から放出されたエネルギーの大部分は，

地表と電離圏の間を導波管として伝搬し，空電（sferics）と呼ばれる [Bernstein

et al., 1974]．一方で，エネルギーの一部は電離圏を通り抜けて，地球磁場の磁

力線に沿う経路で反対半球まで伝搬する．この電磁波は，地球の電離圏プラズ

マ中を伝搬する過程で分散性を持つ，すなわち，高周波成分ほど速く伝搬する

性質を示す．この分散の度合いは伝搬経路上の電子密度分布，経路の距離，そ

して背景磁場の強度に依存することが知られている [Helliwell, 1965]．雷ホイス

ラは，雷が波源となり，またその観測可能性が電離圏の状態に大きく左右され

ることから，地上の雷活動度や，電離圏及びプラズマ圏の電子密度変動を推定

するリモートセンシングツールとしての応用が期待される．

雷ホイスラの伝搬イメージを図 4.1に示す．赤い矢印付き曲線が雷ホイスラを

表し，雷放電から発生，そして電離圏を通過し，地球磁場の磁力線に沿って反対

半球まで伝搬する様子を示す．このように，北，あるいは南半球から沿磁力線経

路を 1回伝搬し，反対半球の地上で観測される雷ホイスラを 1ホップ（one-hop）

あるいはショートホイスラと呼ぶ [Helliwell, 1965]．伝搬の条件によっては，宇

宙から地上に向けた電離圏への入射において反射が起こり，さらにそれが同一

経路を再度伝搬した後発生源側の半球で観測されることがある．このような過

程を経て観測された雷ホイスラを 2ホップ（two-hop）あるいはロングホイスラ

と呼ぶ．以下同様に，同一経路の伝搬回数に応じて，ホップ数が増加する．ま

とめると，発生源の反対半球では奇数ホップの雷ホイスラ，同半球では偶数ホッ

プの雷ホイスラが観測される．また，科学衛星では，ショートホップに満たな

い，すなわち地上に到達する前の雷ホイスラが観測され，そのような雷ホイスラ
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をフラクショナルホップホイスラ（fractional-hop, 0+）[Helliwell, 1965; Smith

and Angerami, 1968]と呼ぶ．以上の説明は理想的な沿磁力線伝搬を前提とし

ているが，雷ホイスラが沿磁力線伝搬を可能とするためには，磁力線の周りに

周囲よりも電子密度の高い筒状の領域の存在を仮定する必要があり，その領域

のことを導波管になぞらえて“ダクト”と呼ぶ．伝搬過程におけるダクトの有

無の観点で雷ホイスラを大別すると，ダクト内を磁力線に沿って伝搬するダク

ト伝搬と，ダクトがなく，磁力線から逸れていくノンダクト伝搬に分けられる．

ノンダクト伝搬のホイスラは地上に向けて電離圏を透過することが困難なため，

地上で観測可能なのは原則的にダクト伝搬ホイスラのみであるが，一方で科学

衛星は両者ともに観測できる．その時々のダクトの存在は時間・場所ともに限

定的であるため，科学衛星で観測される雷ホイスラの多くはノンダクト伝搬の

フラクショナルホップホイスラであると考えられている [Helliwell, 1965]．

図 4.1: 雷ホイスラの伝搬イメージ

雷ホイスラを始めとしたホイスラモードで伝搬するVLF電磁波の伝搬遅延時

間 t[s]は，周波数を f[Hz]とし，伝搬経路の微小区間を dsとした経路全体の積

分として，

t ≃ 1

2c

∫ fp
(fcf)1/2

ds (4.1)

43



と表せる [恩藤，丸橋, 2000]．ここで，cは光速，fpは伝搬経路上の各点におけ

るローカルな電子プラズマ周波数，fcは同じくローカルな電子サイクロトロン

周波数である．電子の個数密度をN[m−3]，電荷を e[C]，質量をm[kg]，真空の

誘電率を ϵ0とすると，電子プラズマ周波数 fp[Hz]は，

fp =

√
Ne2

4π2mϵ0
≃ 9

√
N (4.2)

であり，また電子サイクロトロン周波数 fc[Hz]は，磁束密度をB[nT]として，

fc =
eB

m
≃ 28B (4.3)

と表せる．すなわち，雷ホイスラの各周波数成分の伝搬遅延時間は，伝搬距離

と伝搬経路上の電子密度Nの分布，そして地球磁場の磁束密度Bの分布によっ

て決定される．式 4.1において，同一時刻に同一経路上を伝搬するのであれば，
1
2c

∫ fp
(fc)1/2

dsは 1√
f
に対する伝搬遅延の度合いを表す比例定数とみなすことがで

きる．その値を分散値Dと呼ぶ．

これまでに，地球の磁気圏及びプラズマ圏での様々な波動・粒子現象と，雷

ホイスラの物理的な関連性が活発に議論されてきた．例えば，プラズマポーズ

の発見 [Carpenter, 1963]や，赤道域電子密度の推定 [Park, 1974; Tarcsai et al.,

1988]に雷ホイスラが利用された．また，放射線帯（Van Allen radiation belts）

の電子降下 [Peter and Inan, 2004; Bortnik et al., 2006]や，スロット領域での電

子消失過程 [Bortnik et al., 2003; Rodger et al., 2003; Meredith et al., 2007] へ

の寄与が考察されている．さらに，雷ホイスラがプラズマ圏ヒスの起源となる

可能性については，長年議論が続いている [Sonwalkar and Inan, 1989; Bortnik

et al., 2008]．こうした物理現象に対する雷ホイスラの寄与を正確に評価するた

めには，経緯度や地方時，季節，太陽活動などに対する雷ホイスラの特性を包

括的に理解することが必要不可欠となる．

雷ホイスラの波源となる雷については，近年の科学衛星観測により，活動度

の平均的分布が徐々に明らかになってきている．Boccippio et al. [2000b]; Pe-

tersen and Rutledge [2001]; Christian et al. [2003]は，MicroLab-1衛星搭載の

OTD（Optical Transient Detector）[Boccippio et al., 2000a]，TRMM（Tropi-

cal Rainfall Measuring Mission）衛星 [Kummerow et al., 1998, 2000]搭載のLIS

（Lightning Imaging Sensor）[Christian et al., 1999] の観測データを用いて，雷

活動度の全球的な分布と季節変化を示した．Micro-Lab1衛星は，高度 740km，
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軌道傾斜角 70◦で，1995年 4月から 2000年 4月まで運用された．OTD観測装

置は，地理緯度∼ ±75◦における雷を検出可能であった．また，LIS観測装置は，

1997年 11月から現在まで引き続き運用中であり，高度 350km（2001年 8月に

402kmまで引き上げ），軌道傾斜角 35◦の軌道から，地理緯度∼ ±38◦における

雷を検出する．地理緯度±75◦ を超える高緯度範囲での雷発生は非常に低頻度

であるため，OTDとLISの観測データを組み合わせることで，実質的に全球の

雷をカバーできる．この組み合わせデータの利用により，雷活動度の日変化が

包括的かつ詳細に解析された [Blakeslee et al., 2014]．

一方，WWLLN（World Wide Lightning Location Network）によって，雷の

地上検出も行われている [Rodger et al., 2004, 2005, 2006; Dowden et al., 2008]．

現在のところ，WWLLNの絶対的な検出精度は衛星観測に劣るが，統計的な検

出傾向は両者間で一致している [Christian et al., 2003; Rodger et al., 2006; Lay

et al., 2007]．また，WWLLNの検出精度が徐々に向上していることが確認され

ている [Rudlosky and Shea, 2013]．

ハンガリーのティハニーにある観測所では，地上観測による雷ホイスラの統計

的な研究が為されている [Tarcsai et al., 1988; Collier et al., 2006; Lichtenberger

et al., 2008]．彼らは，ティハニーでの雷ホイスラ観測頻度の季節変化・日変化

と，南アフリカでの雷活動度との比較を行った．南アフリカは，ティハニーの

磁気共役点にあたる地域で，ここで発生した雷が，ティハニーで観測される雷

ホイスラの主な波源になっていると推定される．また，WWLLNデータとの相

関解析からは，雷ホイスラの波源となる空電が電離圏突入前に中長距離を導波

管伝搬することにより，磁気共役点から非常に離れた地域で発生した雷が波源

となる可能性が示された [Collier et al., 2009]．同種の相関解析は，ニュージー

ランドのダニーデンで地上観測された雷ホイスラに対しても行われた [Collier

et al., 2010]．

本章では，あけぼのWBAデータの統計解析から雷ホイスラの観測頻度分布

を導出し，OTD及び LIS観測から得られた雷活動度と比較した．さらに，ティ

ハニーでの地上観測による統計解析結果とも比較し，本研究における衛星観測

結果との共通点や差異について議論する．
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4.2 WBAスペクトルデータからの雷ホイスラ検出
本節ではWBAスペクトルデータからの雷ホイスラ検出手法について述べる．

WBAデータ中の雷ホイスラは本手法によって自動的に検出され，その時刻，周

波数の上限・下限，分散値が導出される．なお，検出前には，第 3.3節で述べた

強度較正処理を行っている．

図 4.2に，雷ホイスラが含まれるスペクトログラム（f − t図）を示す．スペ

クトログラムの時間・周波数分解能は，第 3.3節で示したものと同一の 20ms,

50Hzである．スペクトログラム中，カタカナの「ノ」を縦に細長くして左右逆

にしたような形に強い強度が現れているのが雷ホイスラである．

ハンガリー，ティハニーの地上観測においては，Lichtenberger et al. [2008]

によって雷ホイスラの自動検出システムが開発された．また，Fiser et al. [2010]

は，DEMETER衛星 [Berthelier et al., 2006] の ICE観測装置のデータからフラ

クショナルホップホイスラを検出するシステムを開発した．彼らのシステムで

は，雷ホイスラのスペクトル形状の理論モデル，あるいは経験的モデルとスペ

クトログラムとの 2次元画像相関解析により，雷ホイスラを検出している．我々

が用いた検出手法は，2次元画像上でのパターンマッチングという点では彼ら

の手法と似ているが，そこに至るまでのアプローチにおいては異なった処理を

している．次の第 4.2.1節でその処理の概要を述べる．

図 4.2: 雷ホイスラが観測されているスペクトログラムの例
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4.2.1 検出処理の流れ

雷ホイスラの周波数スペクトルにおいて，周波数 fの成分の観測時刻 tは，近

似的に以下の式 (4.4)で表されることが知られている．

t2 − t1 = D · ( 1√
f2

− 1√
f1
) (4.4)

式中の変数の関係を図で示したのが図 4.3である．式 (4.4)中，Dは雷ホイスラ

の分散値，t1と f1は，雷ホイスラスペクトルの任意の成分の観測時刻と周波数，

t2と f2はその後に続く成分の観測時刻，周波数を示す．厳密には，ひとつの雷

ホイスラにおいて分散値Dは定値ではなく，fの関数となる [Helliwell, 1965]が，

本論文では，各周波数成分の観測時刻と周波数から導出可能な定数として取り

扱う．式 (4.4)を変形して，周波数と時刻の差分を使って表すと以下の式 (4.5)

のようになる．

∆t = D ·∆ 1√
f

(4.5)

ここで，∆tは 2成分間の時刻差分，∆(1/
√
f)は，対応する周波数間の平方根

の逆数（1/
√
f）の差分である．式 (4.5)の形に合わせてスペクトログラムの縦

軸を周波数 fから，1/
√
fに変換すると，図 4.4に示すように雷ホイスラは傾き

を持った直線として現れる．この性質を利用して，1/
√
f − t図上で直線を見つ

け出すことで雷ホイスラの検出を行った．本研究では，分散値の範囲を整数で

1から 180s1/2とし，各分散値に対応する傾きを持つ直線をひとつひとつ当ては

め，最もよく適合した直線の持つ傾きをその雷ホイスラの分散値とした．

以上の処理の流れをより詳しく箇条書きでまとめると，以下のようになる．

1. スペクトログラムの縦軸を周波数 f から 1/
√
f に変換する．

2. 1kHz∼15kHzに相当する範囲を 1/
√
fの軸で等間隔になるよう 30帯域（バ

ンド）に分割し，各帯域の平均強度を算出する．

3. スパイク状の広帯域ノイズ（時間軸に垂直な傾き 0の直線）を抑圧するた

めに，各バンドについてすぐ下のバンドとの強度の差分を取る．

4. 差分スペクトログラムを二値化する．その際の閾値は µ + 1.28σで決定さ

れ，ここで µと σはそれぞれ一定区間内の差分スペクトログラムの平均と

標準偏差を表す．本研究では 10秒を 1区間とした．差分スペクトログラム

は縦軸が 29バンド，横軸の時間分解能は 20msであることから，区間内の

スペクトル点数は 29× 500 = 14500となる．
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図 4.3: 雷ホイスラスペクトルにおける周波数と時刻の関係

図 4.4: 1/
√
f − t図上での雷ホイスラ

5. 整数 1から 180の分散値に対応した傾きを持つ直線のテーブルと，二値化

スペクトログラムのパターンマッチングを行うことで，雷ホイスラ候補を

探索する．29バンド中 6バンド以上がマッチするテーブルがあれば，その

直線を雷ホイスラ候補として扱う．
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6. 短時間に複数の雷ホイスラ候補が見つかった場合は，候補の中で最も適合

度の高いものを抜粋する．

上記処理を大別すると，1∼3が雷ホイスラスペクトルの直線変換と雑音低減処

理，4∼6が直線検出とその傾き算出，絞り込み処理である．本検出処理は，第

3.4節でのコーラス抽出処理と同様，予め長期大量データにアクセスするよう

な前処理は必要としないため，機上ソフトウェアへの実装にも応用しやすい設

計である．なお，検出処理中のスペクトル強度はすべて線形で扱っている．図

4.2∼図 4.5のように図示する場合のみ，dB単位の対数表示で強度を示している．

4.2.2 検出例

スペクトログラム上での雷ホイスラ検出例を図 4.5に示す．黒線でなぞられ

ているのが検出された雷ホイスラである．目視の判断に基づくと，検出されて

いない雷ホイスラが見受けられるが，これは検出漏れよりも誤検出を抑制する

ことに重点を置いた結果となる．ここでの誤検出とは，雷ホイスラではない別

の波動を雷ホイスラとして検出してしまうことを指し，例えば，周期的に強度

が変わるような比較的広帯域な波動などが誤検出されることがある．

図 4.5: スペクトログラム上での雷ホイスラ検出例
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4.3 USCデータを用いた雷ホイスラ統計解析
本節では，WBA観測の中で特にUSC局からの追跡で得られたデータから雷

ホイスラを検出し，主に観測頻度に着目して統計解析を行った．以下，USC局

からの追跡で得られたWBAデータをUSCデータ，同ESR局から得られたデー

タを ESRデータと呼ぶ．

本節で対象となるUSCデータは，1989年 2月から 2010年 12月までの約 22年

間分であり，最大 2時間程度のWAVEファイル 6000個以上に相当する．電界観

測データからの検出例は観測時間に対する比として非常に少なく，有意な統計

を得ることが難しいと判断したため，磁界観測データのみを用いたが，それで

も総観測時間は約 96705分，その間検出された雷ホイスラ数は 91401となった．

4.3.1 分散値分布

図 4.6は検出された雷ホイスラの分散値毎の個数を表した正規化度数分布で

ある．横軸は雷ホイスラの分散値，縦軸は総検出数（91401）で正規化された雷

ホイスラ検出数である．この図から，雷ホイスラの分散値はおよそD = 25s1/2

を中心に分布し，ほとんどが 80s1/2 以下の分散値を持つことがわかる．また，

D > 80s1/2の高分散ホイスラ検出事例について，数十例を対象にスペクトログ

ラム上の検出結果を目視で確認したところ，全て誤検出であった．一方，最大

で分散値 75を持つ雷ホイスラについて，スペクトログラム上で実際に雷ホイ

スラと思われるスペクトル形状が確認できたことから，これ以降の統計解析は，

D < 80s1/2の検出ホイスラのみを対象に行った．この制限により，雷ホイスラ

検出数は 87346個となった．

4.3.2 観測頻度の空間分布

空間分布を示す前に，地磁気座標系に関連した議論でよく用いられるL値に

ついて説明する．L値は，地磁気座標系で任意の点を通る磁力線と磁気赤道面

との交点における地心からの直線距離を，地球半径単位で表した値である．す

なわち，L値によって 1本の磁力線が特定される．雷ホイスラは地磁気磁力線

に沿って伝搬するため，雷ホイスラ観測頻度の空間分布を議論する際にL値が

有用となる．単純な双極子磁場に基づく地磁気座標（ダイポールモデル）にお

いては，座標上の任意の点における地心からの距離を r，地磁気緯度を θ，地球

半径をREとすると，L値は，

L =
r

REcos2θ
(4.6)
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図 4.6: 雷ホイスラの分散値毎の正規化度数分布（USCデータ）

で算出できる．本論文で用いる L値は，基本的には式 (4.6)で算出された値で

ある．

図 4.7はUSCデータでの観測カバー範囲を示す．動径はあけぼのの高度 [km]，

角度は磁気緯度 [◦]であり，破線に示すように，高度と磁気緯度それぞれに対し

て 1000km, 10◦で領域が分けられ（分割数 12× 18 = 216），各領域での観測時

間が，右のカラーコードに対応する色で表される．観測が行われていない領域

は白色で示す．また，破線の楕円形曲線は内側から順に，L = 2, 3, 4, 8に対応す

る地磁気磁力線を示す．WBAのデータ取得，つまりあけぼのからのアナログテ

レメトリ受信が可能なのは追跡局から可視領域内に限られる．USC局の位置は

地理座標で北緯 31.25◦，東経 131.08◦，地磁気座標で北緯 21.36◦，西経 159.26◦，

L ≈ 1.15であり，USCデータが得られるのはそこから可視領域内に限られる

が，その制約の下においても，南半球の中緯度から北半球の高緯度地域まで広

い範囲をカバーしていることがわかる．

図 4.7に示すカバー領域での雷ホイスラ観測頻度分布を示したのが図 4.8であ

る．座標については図 4.7と同様であり，雷ホイスラ観測頻度は単位時間当た

りの平均検出数で定義され，右のカラーコードに対応する色で表される．図 4.8

においては，観測時間が 0ではなくとも，非常に短い場合は季節やローカルタ

イム等の時間局所性が大きくなることから，平均的な描像を示すには統計的な

51



図 4.7: 観測カバー範囲（USCデータ）

信頼性に欠けると判断し，観測時間が全領域の平均観測時間の 1割に満たない

場合は，非観測領域とみなすことにした．ここでの平均観測時間は，総観測時

間（96705分）を領域分割数（216）で割った値である．図 4.8から，雷ホイス

ラは主に L < 3，すなわちプラズマ圏内に完全に収まる範囲で主に観測されて

おり，特に L < 2の低緯度領域で顕著に発生していることがわかる．

図 4.9は，USCデータの地理緯度カバー範囲を示している．横軸は地理経

度，縦軸は観測時間で，実線は他の条件による制約がない観測時間分布，点線

は L < 3領域での観測時間分布である．あけぼののデータ追跡が可能なのは

受信局から可視領域内に限られるため，USC局の地理経度を中心とした分布と

なっている．図 4.8と図 4.9から，USCデータに含まれる雷ホイスラは，主にア

ジアとオセアニアの低緯度から中緯度地域の雷が波源となっていると考えられ
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図 4.8: 雷ホイスラ観測頻度の空間分布（USCデータ）

る．しかし，雷から発生した空電は地表-電離圏間を数千 km伝搬することが可

能 [Chum et al., 2006; Santolik et al., 2009; Fiser et al., 2010]であるため，東経

45◦から西経 135◦程度の範囲内で発生した雷であれば，USCデータ内の雷ホイ

スラの波源となる可能性も小さくない．

図 4.8に示すように，雷ホイスラの発生はL < 3領域が支配的であるため，次

節以降の時間分布に関する統計解析においては，L < 3を満たすデータのみを

対象とした．この制約により，観測時間と雷ホイスラ検出数はそれぞれ 52655

分，84119個となった．また，図 4.9におけるL < 3領域のみを対象とした点線

分布から，この制約によって地理経度のカバー範囲に偏りは生じていないこと

がわかる．
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図 4.9: 地理経度カバー範囲（USCデータ）

4.3.3 観測頻度の月変化

観測頻度の月変化を図 4.10に示す．横軸の月は英名称の頭文字で表され，縦

軸は観測頻度である．観測頻度は，図 4.8と同様に，単位時間当たりの検出ホ

イスラ数で定義される．図から，7月から 8月にかけて，及び 12月から 1月に

かけて，年に 2回のピークがあることがわかる．また，表 4.1に月毎の観測時間

を示す．この表から，各月とも統計解析に充分な観測時間が得られていると判

断した．

表 4.1: 月毎の観測時間（USC）

Month Jan. Feb. Mar. Apr. May Jun.

Time [min] 2529 3319 3990 5188 3612 3700

Month Jul. Aug. Sep. Oct. Nov. Dec.

Time [min] 5641 5946 5510 5164 3946 3291

4.3.4 観測頻度の日変化

図 4.11は観測頻度の日変化を示す．横軸はMLT（Magnetic Local Time），縦

軸は図 4.10と同じ観測頻度である．図から，雷ホイスラは主に夜間に観測され，

日中はほとんど発生していないことがわかる．より詳細には，観測頻度は 16時
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図 4.10: 観測頻度の月変化（USCデータ）

頃から上昇し始め，21時頃にピークを迎え，そこからはやや低減するものの，

深夜から朝まで高頻度を保持している．そして，MLT6∼15時はほぼ一貫して

低い頻度となっている．MLT毎の観測時間は表 4.2の通りで，深夜の時間帯の

観測時間が相対的には短いが，これにより統計的に大きな偏りが生じるほどで

はないと判断した．

表 4.2: MLT毎の観測時間（USC）

MLT [hour] 0 1 2 3 4 5

Time [min] 648 1127 1384 2053 2175 2338

MLT [hour] 6 7 8 9 10 11

Time [min] 2162 2244 1989 2371 2651 2681

MLT [hour] 12 13 14 15 16 17

Time [min] 2476 2336 3137 3396 2755 2579

MLT [hour] 18 19 20 21 22 23

Time [min] 2743 2513 2279 2345 982 472
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図 4.11: 観測頻度のMLT変化（USCデータ）

4.4 ESRデータを用いた雷ホイスラ統計解析
USCデータに引き続き，この節では ESRデータを用いた統計解析結果を示

す．図の見方は USCデータを対象とした場合と同様である．対象となる ESR

データの期間は，1999年 9月から 2007年 10月までの約 8年間で，WAVEファ

イル数にして 3000以上である．USCデータの場合と同様に，磁界観測データ

のみを扱い，総観測時間は約 26869分，検出された雷ホイスラ数は 15039個と

なった．

4.4.1 分散値分布

図 4.12は ESRデータから検出された雷ホイスラの分散値毎の個数を表した

正規化度数分布である．80s1/2以下の分散値を持つ雷ホイスラが支配的である

点はUSCと共通だが，異なる特徴として，分散値 20程度を境にピークが 2つ

ある分布となっている．この理由は，次節で示す空間分布から推測できるため，

そこで改めて述べる．

USCの場合と同様，次節以降の統計解析は，D < 80s1/2の雷ホイスラのみを

対象に行った．この制限により，雷ホイスラ検出個数は 13944となった．

4.4.2 観測頻度の空間分布

図 4.13は ESRデータでの観測カバー範囲を示す．ESR局の位置は地理座標

で北緯 67.89◦，東経 21.11◦，地磁気座標で北緯 65.10◦，東経 116.12◦，L ≈ 5.64
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図 4.12: 雷ホイスラの分散値毎の正規化度数分布（ESRデータ）

とかなり高緯度であることから，カバー範囲も北半球高緯度領域に偏っており，

L < 2領域はほとんどカバーできていない．

図 4.13のカバー領域における雷ホイスラ観測頻度分布を示したのが図 4.14で

ある．図 4.8と同様に，極端に観測時間が短い領域は除外している．主な雷ホ

イスラ観測可能範囲がL < 3に限られる点はUSCと共通だが，USCではL < 2

領域の観測頻度の高さが顕著だったのに対し，ESRではL > 2領域での観測頻

度が高い．このようにESRデータから検出される雷ホイスラは北半球側の中緯

度にて観測されたものが主であるから，北半球を波源とする雷ホイスラは伝搬

経路が短い，すなわち分散値が小さく，南半球から伝搬した雷ホイスラは分散

値が大きくなりやすい．そのため，図 4.12の分布ではピークが 2つできるのだ

と考えられる．

図 4.15は，ESRデータの地理経度カバー範囲を示している．USCの場合と

同様，横軸は地理経度，縦軸は観測時間で，実線は他の条件による制約がない

観測時間分布，点線はL < 3領域での観測時間分布である．やはりESR局の地

理経度を中心とした分布となっている．図 4.14と図 4.15から，ESRデータに

含まれる雷ホイスラは，主にヨーロッパとアフリカの中緯度からやや高緯度地

域の雷が波源になっていると考えられる．次節以降の時間分布に関する統計解

析においては，USCの場合と同様に L < 3を満たすデータのみを対象とした．
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図 4.13: 観測カバー範囲（ESRデータ）

観測時間と雷ホイスラ検出数はそれぞれ 7499分，12952個となった．

4.4.3 観測頻度の月変化

観測頻度の月変化を図 4.16に示す．3月から 4月にかけてと 8月に大きなピー

クがあり，さらに，12月も頻度が高めになっている．表 4.3に月毎の観測時間を

示す．USCに比べると全体的に観測時間が短いが，最短でも 178分相当のデー

タがあり，統計上大きな問題はないと判断した．

4.4.4 観測頻度の日変化

図 4.17はESRデータから得られた観測頻度の日変化を示す．USCと同様，雷

ホイスラは主に夜間に観測され，日中はほとんど発生していないことがわかる．

USCに比べると，明け方の頻度下降，夕方の頻度上昇時の頻度変化が急峻であ

り，夜間においては小刻みに上下しやや不安定ではあるが，21時に最大頻度を
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図 4.14: 雷ホイスラ観測頻度の空間分布（ESRデータ）

示す点はUSCと共通している．MLT毎の観測時間は表 4.2の通りで，MLTは

月に比べてさらに分割数が大きいことから，各MLTにおける観測時間は全体

的にさらに短くなっている．この観測時間の短さが，図 4.17の分布が滑らかに

ならない原因の一つだと考えられるが，傾向が大きく変わるほどの影響はない

と判断した．

表 4.3: 月毎の観測時間（ESR）

Month Jan. Feb. Mar. Apr. May Jun.

Time [min] 1080 640 368 479 291 178

Month Jul. Aug. Sep. Oct. Nov. Dec.

Time [min] 654 545 963 869 533 899
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図 4.15: 地理経度カバー範囲（ESRデータ）
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図 4.16: 観測頻度の月変化（ESRデータ）

4.5 考察
4.5.1 空間分布

Lichtenberger et al. [2008]; Collier et al. [2009]は，ハンガリーのティハニーに

おいて観測される雷ホイスラは，観測される地上局の位置よりも高いL値に相

当する経路を伝搬していることを発見した．ティハニー地上局は地理座標で北
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図 4.17: 観測頻度のMLT変化（ESRデータ）

緯 46.89◦，東経 17.89◦に位置しており，地磁気座標で北緯 45.80◦，東経 100.39◦，

L ≈ 2.06に相当する．そこで検出される雷ホイスラは，主に L = 1.75 ∼ 3.42

の範囲で伝搬し，頻度のピークが現れるのはティハニー地上局よりも高緯度の

L = 2.3程度であることが明らかにされた [Lichtenberger et al., 2008, Figure 12]

（図 4.18）．ただし，彼らの示したL値の基準はダイポールモデルではなく，よ

り詳細で現実的な地磁気モデルである IGRF[Macmillan and Maus, 2005]から求

められており，IGRFを基にしたティハニー地上局の L値はおよそ 1.8である．

つまり，実際にはティハニー地上局に繋がる磁力線は，地磁気赤道において，ダ

表 4.4: MLT毎の観測時間（ESR）

MLT [hour] 0 1 2 3 4 5

Time [min] 126 102 226 196 304 201

MLT [hour] 6 7 8 9 10 11

Time [min] 291 378 377 433 401 458

MLT [hour] 12 13 14 15 16 17

Time [min] 599 394 299 306 316 308

MLT [hour] 18 19 20 21 22 23

Time [min] 301 441 386 363 160 133
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イポールモデルで考えるよりも地心に近い点を通る曲線となる．いずれにせよ，

我々がUSCデータから導出した空間分布（図 4.8）で雷ホイスラがL < 2の領域

で最も頻繁に観測されていた事と比べると，傾向が大きく異なる．Collier et al.

[2009]は，ティハニーで観測される雷ホイスラが観測点よりも高い Lの経路を

よく伝搬する要因として，低緯度カットオフの存在を挙げている．低緯度カッ

トオフは，低緯度における沿磁力線ダクトが欠乏することで，その領域で雷ホ

イスラが地上まで伝搬できなくなる境界を指す [Rao et al., 1974]．一方で，衛

星観測で見られる雷ホイスラは，ほとんどがノンダクト伝搬のフラクショナル

ホップであると考えられ [Helliwell, 1965]，このタイプは受信点に至る過程でダ

クトの存在を必要としない．これが，衛星観測において低緯度領域で観測頻度

が高くなる理由だと考えられる．

図 4.18: ティハニーで観測された雷ホイスラの伝搬経路 L値に対する度数分布

（Lichtenberger et al. [2008, Figure 12]から引用）

ESRデータに関して，L < 2領域での雷ホイスラ観測頻度については，そも

そも観測時間が短すぎるため議論できないが，L > 2領域での観測頻度が高い

という点は，ティハニーでの地上観測結果と同様である．ESR局とティハニー

地上局はどちらも経度が近い地域に位置していることから，USC局に対する傾

向の違いは，経度の違いによる雷ホイスラの伝搬経路の差異によるもの，すな

わち，ESRやティハニー近傍に至る雷ホイスラが，USC近傍で観測される雷ホ

62



イスラと比較して，北半球側で地心距離の大きい経路を伝搬しやすいのではな

いかと考え，プラズマ圏の電磁波伝搬シミュレーションを行う事で，それぞれ

の地磁気経面におけるVLF波動の伝搬経路を調査した．プラズマ波動の伝搬シ

ミュレーションには，レイトレーシング（ray tracing）[Kimura et al., 1985]と

いう手法を用いた．レイトレーシングは，任意の地球磁場モデル，電子密度分布

モデルの下で微小区間毎に屈折率を逐次計算することで，電磁波の位置と伝搬

方向を更新していく手法である．レイトレーシング実行に当たっては，Kimura

and Goto [2010]により公開されているC++パッケージを利用した．また，利

用した地球磁場モデル，電子密度分布モデルはそれぞれ，IGRF[Macmillan and

Maus, 2005]，GCPM[Gallagher et al., 2000]で，どちらも，過去の地上・衛星

観測に基づいたモデルである．より詳しくは第 5章で述べる．

今回の調査では，伝搬経路の違いの要因として，地磁気の磁力線に着目した．

そこでまず，ESR局，USC局が位置する磁気経面においての，IGRFに基づく

地球磁力線の様子を図 4.19に示す．磁気緯度南緯 10, 20, 30, 40, 45度の地表か

ら伸びる磁力線が，ESR経面は緑，USC経面は赤で示される．いずれの場合も

モデルに与えた日付は 2000年 1月 1日であり，時刻については，地磁気の広が

りがローカルタイムで大きく変わるため，どちらもMLTが 21時前後になるよ

う，ESRは 18:00UT，USCは 12:00UTに設定した．図 4.19から，ESR局経面

における地球磁力線は，特に北半球側で，USC局経面の磁力線よりも地心に対

して外側の経路を通っていることがわかる．

次に，地球磁場モデル IGRF，電子密度分布モデルGCPMの下でのVLF波

動のレイトレーシング結果を図 4.20に示す．地磁気以外についてはなるべく条

件を公平にするため，電子密度分布モデルGCPMに与えるパラメータは，時刻

についてはUTを 2000年 1月 1日 21時，MLTを 21時に，またKp指数は京都

大学大学院理学研究科附属地磁気世界資料解析センター [2015]の公開データを

基に 3.67に設定した．つまり，ESR，USCどちらとも異なる磁気経面を基準と

した分布を仮定している．ただし，電子密度分布は地球磁場に大きく影響を受

けるため，基準とする経面やローカルタイムが同じでも，その場の磁場の様子

によって分布が異なる．すなわち，今回設定した条件は純粋な磁力線経路の違

いによる影響のみを比較できるわけではないことに留意されたい．図 4.20の緑

系統色の曲線群，赤系統色の曲線群が，それぞれ ESR，USC経面でのVLF波

動の伝搬経路を示す．どちらも，1, 3, 5, 7, 9kHzの 5つの周波数の波動の経路
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を示す．ESRでは緑から水色への変化，USCでは赤から桃色への変化に伴い，

周波数が高くなる．ESR，USC計 10個のレイで出発点，初期伝搬方向は共通

で，南緯 30度から天頂方向である．どちらの場合も，周波数が低い方が外側の

領域を伝搬しているが，同経面内では概ね似たような経路である．一方，ESR

とUSCとで比べると，磁力線の場合と似たような傾向で，ESR経面を伝搬する

波の方が地心に対してより外側の領域を通ることがわかる．先にも述べたよう

に今回の調査方法では，地球磁場と電子密度分布の影響を厳密に分離できるわ

けではないため，それぞれの影響度合等，定量的な解釈には至っていない．し

かしながら，図 4.19の磁力線と図 4.20の伝搬経路の傾向が類似していることを

踏まえると，観測点の偏りについては，波源となる雷の発生源はもとより，磁

場や電子密度分布の違いによる伝搬経路の差が非常に大きな要因であると考え

られる．

地上観測との比較とはまた別の問題として，本研究で示した衛星での雷ホイ

スラ観測頻度が L > 3の高緯度領域で低い要因については，雷ホイスラ検出に

用いている直線近似処理の特性を考慮する必要がある．高緯度側で観測されや

すいノーズホイスラ [Helliwell, 1965] と呼ばれるタイプの雷ホイスラは，部分的

にしか直線近似が成り立たないため，本研究で用いた検出システムが本質的に

高緯度での雷ホイスラ検出に適していない可能性が考えられる．ノーズホイス

ラの検出漏れにより頻度が低く出ているのか，実際に観測頻度が低いのかどう

かは現段階では断定できておらず，検出システムの改善という点も含めて今後

の課題となる．

4.5.2 季節依存性

Blakeslee et al. [2014]は，雷活動度が地表において明確な季節依存性を持つ

ことを示した．一般的に，雷は各地域の夏季に最も活発になり，USCデータの

主なカバー領域であるアジア，オセアニア地域も同様の傾向を示す [Blakeslee

et al., 2014, Figure 6]（図 4.21）．Collier et al. [2006]は，ティハニー地上局に

おける雷ホイスラ観測頻度の季節変動が磁気共役点に相当する南アフリカ地域

の雷活動度の変動と高い相関を持つことを示した [Collier et al., 2006, Figure 7]

（図 4.22）．また，Collier et al. [2010]は，南半球のニュージーランド，ダニー

デンの地上観測における雷ホイスラが，主に北半球の夏季に頻繁に発生するこ

とを明らかにした．このような雷活動度と雷ホイスラ観測頻度との密接な相関

関係を考慮すると，あけぼの衛星では南北両半球からの雷ホイスラを観測可能
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図 4.19: IGRF(2005)に基づく，ESR（緑）とUSC（赤）が位置する各磁気経面

における地球磁力線

65



図 4.20: ESR（緑∼水色）と USC（赤∼桃）が位置する各磁気経面における
VLF波動（1, 3, 5, 7, 9 kHz）の伝搬経路
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であることから，USCデータから得られた観測頻度季節変化（図 4.10）では，

北，南半球それぞれの夏季における活発な雷活動度に対応して 2つのピークが現

れていると考えられる．ピークの大きさに着目すると，アジアで雷活動が活発

な北半球夏季よりも，オセアニアで雷活動が活発な南半球夏季のほうが頻度が

高いことが示され，これは図 4.21と一見矛盾している．その理由は，Blakeslee

et al. [2014]ではアジアとして北部はロシア領土の東端から中東域，南部は日本

からサウジアラビアまでの広範囲な地域を対象としている一方で，USCデータ

にて観測されている雷ホイスラの主な波源領域がそれよりも比較的狭い範囲で

あるためだと考えられる．

図 4.21: OTDと LISの観測データから得られた世界各地域における季節毎の雷

発生頻度日変化（Blakeslee et al. [2014, Figure 6]から引用）

一方，ESRデータから得られる季節変化は，そのようなわかりやすい分布に

はなっていない．第 4.4.2節で述べたように，ESRデータから検出されるホイス

ラは，分散値の大小で波源半球の南北をある程度区別できると考えられる．図

4.12の分散値分布で谷がおよそ 20s1/2にあることから，分散値 20s1/2未満と以

上で分けた上で，観測頻度の季節変化を導出した．図 4.23に分散値 20s1/2未満

の，図 4.24に 20s1/2以上の雷ホイスラの，観測頻度の季節変化を示す．図 4.23

から，欧州での雷が波源と推定される分散値 20s1/2未満の雷ホイスラは，夏季

に対応する 8月に観測頻度のピークを持つことがわかる．分散値 20s1/2以上の

雷ホイスラの観測頻度月変化（図 4.24）は，南アフリカ地域が波源となるティハ
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図 4.22: 波源領域（南アフリカ）の雷発生頻度（折れ線）とティハニーでの雷

ホイスラ観測頻度（棒）の月変化（Collier et al. [2006, Figure 7]から引用）

ニーの地上観測から得られた季節変化 [Tarcsai et al., 1988, Figure 1]（図 4.25）

[Lichtenberger et al., 2008, Figure 7]（図 4.26）とよく似た傾向を示すことから，

ESRデータに含まれる高分散ホイスラは予想通り南半球の南アフリカ周辺が波

源であると推定できる．しかしながら，図 4.26と比較すると，1，2月の頻度が

小さく，この要因は解明できていない．アフリカ大陸は全域としては年間を通

して高い雷活動度を示す（図 4.21）ため，このような雷活動と雷ホイスラの観

測頻度の関係をより明確にするためには，波源となる雷発生地域や時期を詳細

に分割して解析する必要がある．

4.5.3 磁気地方時依存性

図 4.11，図 4.17によって，雷ホイスラは日中ほとんど観測されず，夜間に頻

度が高くなることが示された．雷ホイスラ観測頻度はMLT16時頃から徐々に

大きくなり，日没後にピークを迎える．一方で，Blakeslee et al. [2014]の解析

によると，雷はローカルタイムの正午過ぎから活発になり始め，夕方 15∼17時

頃にピークを迎えた後，20時頃までにはかなり低頻度となる．地表における雷

活動度のこのような傾向は，どの大陸においても [Blakeslee et al., 2014, Figure
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図 4.23: 分散値 20s1/2未満の雷ホイスラ観測頻度の月変化（ESRデータ）
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図 4.24: 分散値 20s1/2以上の雷ホイスラ観測頻度の月変化（ESRデータ）

3]（図 4.27），年間を通して [Blakeslee et al., 2014, Figure 5]（図 4.28）共通と

言える．このように雷ホイスラ観測頻度と雷活動度の間には分布傾向に明らか

な差異があるが，この原因は，VLF波動が日中に電離圏D領域で中性粒子との

衝突を主因として吸収されやすいことにあると考えられる [恩藤，丸橋, 2000]．

Helliwell [1965]は，電離圏におけるVLF電磁波の吸収量を磁気緯度の関数とし
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図 4.25: 1970年から 1975年にティハニーで観測された雷ホイスラの月別度数分

布（Tarcsai et al. [1988, Figure 1(b)]から引用）

図 4.26: 2002年から 2008年にティハニーで観測された雷ホイスラの月別度数分

布（Lichtenberger et al. [2008, Figure 7]から引用）

て示した [Helliwell, 1965, Figure 3-35]（図 4.29）．この図から，例えば中緯度以

下の領域において電離圏に垂直入射した 2kHzの電磁波は，電離圏通過により

日中は夜間に対しておよそ 10∼30dB減衰することがわかる．以上のことから，
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雷ホイスラの発生に対しては，雷活動がまず不可欠な要因となることは間違い

ないが，それだけではなく，電離圏環境に依存した伝搬可能性がより重要な役

割を果たすと言える．

図 4.27: OTDと LISの観測データから得られた各地域における雷発生頻度の

ローカルタイムに対する日変化（Blakeslee et al. [2014, Figure 3(下)]から引用）

図 4.28: OTDと LISの観測データから得られた全世界雷発生頻度の季節毎の

ローカルタイム変化（Blakeslee et al. [2014, Figure 5(下)]から引用）
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図 4.29: 電離圏へ垂直入射してから抜け出るまでの電磁波の減衰量（Helliwell

[1965, Figure 3-35]から引用）

Collier et al. [2006, 2009]; Lichtenberger et al. [2008]は，ティハニーにおけ

る雷ホイスラ検出頻度の日変化を調査した．その結果から，雷ホイスラはロー

カルタイム 6時から 15時頃までは非常に観測頻度が低く，日没頃から活発にな

り始め，深夜過ぎにピークを迎えた後は夜間を通して高頻度を保つ傾向が見ら

れた（図 4.30）．一方，我々の統計解析による観測頻度の日変化（図 4.11，図

4.17）は，USC，ESRともに夜間でも比較的早めのMLT21時頃に頻度が最も高

い．この違いは，衛星観測と地上観測での雷ホイスラの電離圏透過回数の違い

によるものと考えることができる．衛星で観測される雷ホイスラはその伝搬過

程で電離圏を地表から宇宙方向に一度通過するのみだが，地上で観測されるも

のは，さらに宇宙から地上へ向けて，計 2回電離圏を通過する必要がある．つま

り，地上での雷ホイスラ観測は電離圏での吸収の作用をより受けやすく，これ
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が地上観測の日変化におけるピークが，衛星観測よりもさらに深夜側にシフト

している要因だと考えられる．また，地上観測だけでは波源半球と観測半球の

どちら側の電離圏環境がより強い影響を持つのか断定するのは困難であり，こ

のような衛星観測との比較が有用な判断材料になると期待される．

図 4.30: 波源領域（南アフリカ）の雷発生頻度（黒点折れ線：地上，白点折れ

線：海上）とティハニーでの雷ホイスラ観測頻度（棒）の日変化（Collier et al.

[2006, Figure 5(a)]から引用）

4.5.4 月と地方時による頻度変化の独立性

これまでの節で，月とローカルタイムに対する雷ホイスラ観測頻度の変動を

個別に議論してきた．しかし，あけぼの衛星は地球の自転に依らない極軌道を

取るため，観測点の季節とローカルタイムは地球の公転に沿って連動する形と

なる．そこで，お互いが独立しているかを確かめる必要がある．図 4.31，図 4.32

は月とMLTに対する観測頻度の 2次元分布を示しており，空間分布（図 4.8，図

4.14）と同様に色で観測頻度を表し，観測時間が 0，及び極端に小さい領域は除

外の意味で白塗りとなっている．図 4.31，図 4.32では，雷ホイスラは年間を通

して日中は観測頻度が小さいが，夜間は全体的に大きく，季節による頻度変化

が見られる．このことから，雷ホイスラ観測頻度は，月（季節）とローカルタ

イムに対して独立に変動していると言える．
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4.6 本章での雷ホイスラ統計解析結果まとめ
本章で議論した雷ホイスラ統計解析結果を簡潔にまとめると，以下のように

なる．

• WBAで観測される雷ホイスラの分散値は，ほとんど 80s1/2未満で，とりわ

け 40s1/2程度以下が支配的であった．観測カバー領域に偏りがある場合は，

雷ホイスラを分散値で分けることで，波源領域の絞り込みが可能である．

• 雷ホイスラは主に L < 3で観測されるが，経度による地磁気分布の違いに

より，日本周辺に比べて，欧州域では比較的高緯度領域で観測されやすい．

• 雷ホイスラの観測頻度は季節によって大きく変動するが，それは波源領域
の雷活動度に依存するためと考えられる．

• 電離圏 D領域での VLF電磁波吸収により，日中は雷ホイスラが観測され

にくい．受信されるまでに電離圏を 2回通過する必要がある地上観測では，

衛星観測に比してこの傾向がより大きいと考えられる．

図 4.31: 月とMLTに対する観測頻度の 2次元分布（USCデータ）
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図 4.32: 月とMLTに対する観測頻度の 2次元分布（ESRデータ）
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第5章 雷ホイスラ分散値推移を利用した電子密度分
布モデルの誤差要因推定手法

第 4章では，検出アルゴリズムによって長期間のWBAデータから検出され

た雷ホイスラについて，その平均的観測頻度の空間・時間分布を導出し，先行

研究との比較・考察を行った．本章では，今後の応用という位置づけで，検出

に際し算出した雷ホイスラの特徴量である分散値を利用して，既存の電子密度

分布モデルの妥当性を検証する方法について検討する．

第 4章で述べたように，雷ホイスラのスペクトル形状は，周波数毎の伝搬遅

延時間から求められる分散値Dによって特徴付けられる．そして，その分散値

は伝搬距離，伝搬経路上の電子密度分布と地球磁場の磁束密度分布によって決

定される．このような雷ホイスラの性質を利用した電子密度分布推定に関する

研究は古くから行われており，地上観測された雷ホイスラを用いた例としては，

Park [1974]; Tarcsai et al. [1988]が挙げられる．また，科学衛星観測からは，あ

けぼので観測されたオメガ信号を利用した電子密度分布推定が行われた [Kimura

et al., 1997; Goto et al., 2003]．オメガ信号は，電磁波航法のための位置測定に

用いられたVLF電磁波の一種で，プラズマ圏内をホイスラモードで伝搬する．

ある電子密度分布仮定の下で理論計算されたオメガ信号の伝搬遅延時間，伝搬

ベクトル方向と，あけぼの実観測データから得られたそれぞれの値とのフィッ

ティングにより，最適なパラメータを求めることで，分布の推定が行われた．衛

星で観測されるホイスラは必ずしも沿磁力線伝搬（ダクト伝搬）ではないため，

理論計算にはレイトレーシング [Kimura et al., 1985; Kimura and Goto, 2010]

が用いられた．

オメガ信号は 1997年に運用が停止されたため，それ以降の電子密度分布につ

いて，上記の手法で推定を行うことはできない．その代わりとして期待される

のが雷ホイスラの活用である．Bayupati et al. [2012]は，あけぼのWBAで観

測された雷ホイスラの分散値と，2種類の電子密度分布の仮定の下で理論計算

された分散値の推移を比較することで，雷ホイスラの分散値推移が電子密度分

布推定に有用であることを示した．しかしながら，Bayupati et al. [2012]で仮

定した電子密度分布モデルは非常に単純であり，また，分散値の算出にも近似

が多く含まれていたため，より現実に即した電子密度分布モデルの下での高精

度な分散値の導出に基づいた比較検討が求められる．
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そこで本節では，プラズマ圏のグローバルな電子密度分布モデルであるGCPM

（global core plasma model）[Gallagher et al., 2000]の仮定の下で，レイトレー

シングにより雷ホイスラ分散値の推移をシミュレートした．GCPMは，電離圏，

プラズマ圏，プラズマポーズ等の磁気圏内の特定領域毎に存在する既存の電子

密度分布モデルを合成したフレームワークであり，パラメータとして世界時，磁

気地方時，磁気緯度，地心距離，地磁気活動指数（Kp index）を与えることで，

任意の時刻・場所に対して電子やイオンの密度を導出する．大きな利点は，各

モデル間を滑らかに接続することで分布の値やその傾きの連続性が確保されて

いる点であり，また，ソフトウェアパッケージも公開されている [NASA, 2009]

ことから，非常に有用性が高い．しかしながら，GPSデータを基に導出された

TEC（total electron content）と，GCPMから導出された TECとの比較によ

り，赤道域における GCPM電子密度は，特に電離圏上部において誤差が大き

いことが明らかとなった [Goto et al., 2012]．このような状況を受け本節では，

GCPMのさらなる改善へ向けて，GCPMを基にしたシミュレーションとあけ

ぼの実観測による雷ホイスラ分散値推移を比較することによって，GCPMの誤

差要因を推定する手法について検討する．

5.1 あけぼの軌道に沿った雷ホイスラ分散値推移
5.1.1 実観測

図 5.1に，あけぼの衛星の軌道に沿ったWBAデータから検出された雷ホイス

ラの分散値推移を示す．左図では，左側縦軸が分散値D，右側縦軸がMLTを示

す．横軸はUTである．始点と終点のみ，UTの下に対応するMLTも併記され

る．左下の開始時刻から 1分毎の，各分散値の雷ホイスラ検出個数が右上のカ

ラーコードに対応した色で示される．黒い小さな円はMLTの推移を示す．右図

では，あけぼの衛星の軌道が青い曲線で表され，始点，中点，終点にて対応す

るUTが併記される．極座標軸の動径，角度，及び Lに対応する磁力線は，図

4.7や図 4.8等と同様である．

図 5.1の例では，あけぼのは南半球から北半球へ向かう軌道であり，それに

伴い観測される雷ホイスラの分散値は徐々に低下している．雷ホイスラの分散

値は伝搬距離が長いほど大きくなることから，この例で観測されている雷ホイ

スラは北半球が起源であり，北半球から南半球へ向かって伝搬していると推定

される．
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図 5.1: あけぼの衛星の軌道に沿った雷ホイスラ分散値推移

5.1.2 シミュレーション

複数周波数の電磁波伝搬をレイトレーシングでシミュレートし，各電磁波が

観測点に到達するまでの経過時間を調べることで，雷ホイスラのスペクトルを

模擬することができる．図 5.2に，レイトレーシングで得られた雷ホイスラスペ

クトルを示す．レイトレーシングにおける電子密度分布モデル，地球磁場モデ

ルには，それぞれGCPM[Gallagher et al., 2000]，IGRF[Macmillan and Maus,

2005]を用いており，各モデルの初期化時刻（UT）が図 5.2のタイトル下に記

載されている．また，GCPMの入力に必要な地磁気活動指数（Kp）は，京都

大学大学院理学研究科附属地磁気世界資料解析センター [2015]で公開されてい

る値を使用した．Kpの取り得る値は 0, 0+, 1-, 1, 1+, 2-, ...7+, 8-, 8, 8+ 9-, 9

の 28段階だが，GCPMのKpは実数として入力するため，0.0から 9.0まで 1/3

刻みで 0.0, 0.333..., 0.666..., ..., 8.666..., 9.0の 28段階の値で対応することとし

た．レイトレーシングの初期条件には，周波数（f），地心距離（r），地理余緯

度（θ），地理経度（ϕ），伝搬ベクトルの経面とのなす角（ϵ），伝搬ベクトルの

経面への射影と天頂方向のなす角（δ）が必要であり，今回のシミュレーション

で設定した初期条件（値，もしくは値の範囲と刻み幅）は表 5.1に示す通りで

ある．ただし，経緯度に関しては，表 5.1には地磁気座標で範囲と刻み幅を記

載しており，実際の入力の際に対応する地理座標への変換を行っている．地磁

気経度の−159.71◦は，USC追跡局の地磁気経度である．観測点は高度 6000km

（地心距離 12371km），地磁気緯度 30◦の点とし，レイと観測点の距離が 100km
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未満になれば，到達したと判断する．その際，経度方向のずれを考慮しないこ

とで，同一経面内の伝搬と近似する．図 5.2では，表 5.1の条件に従って 39729

個のレイパスを計算し，その内 242個のレイが観測点に到達した．各経過時刻

において各周波数のレイが何個観測点に到達したかを，右側のカラーコードで

示す．到達個数の多い点で描かれるカーブから，典型的な雷ホイスラスペクト

ルの形状がはっきりと見て取れる．

図 5.2: レイトレーシングによるシミュレーションで得られた雷ホイスラスペク

トル

表 5.1: レイトレーシング初期条件

f r θ（地磁気緯度）

値もしくは範囲 [1, 10] kHz 6371 km [10, 60] ◦

刻み幅 0.5 kHz - 1◦

ϕ（地磁気経度） ϵ δ

値もしくは範囲 −159.71◦ 0◦ [-10, 10] ◦

刻み幅 - - 0.5◦
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図 5.3は，図 5.2の縦軸を f から 1/
√
f に変換したものである．この図から，

縦軸の変換をして直線に近似されるという性質も確認できた．

図 5.3: 1/
√
f − t上でのシミュレーション雷ホイスラスペクトル

上記のような雷ホイスラスペクトルの模擬を，あけぼのの軌道に沿って繰り

返し行うことで，図 5.1のような分散値推移を再現したのが，図 5.4である．こ

れは 1997年 7月 7日の軌道における分散値推移で，図中左側がレイトレーシン

グによるシミュレーションで得られたもの，右側が実測からの検出で得られた

もの（図 5.1と同様）である．このシミュレーションにおけるレイトレーシン

グの初期条件は，地心距離，伝搬ベクトルと地磁気緯度については先ほどまで

と共通であるが，地磁気経度には，各時刻毎のあけぼのの地磁気経度を用いた．

また，周波数については，表 5.1ほど点数が多くなくとも分散値は算出できる

ため，1/
√
fで等間隔となるように 1∼15kHzを分割した 5周波数｛1.2, 1.7, 2.5,

4.3, 9.1｝kHzを選択した．分散値は，座標と伝搬ベクトルについて同じ初期条

件を持つ 5つ 1組の周波数のうち，2つ以上のレイが観測点に到達した場合に，

それらの周波数と経過時間に対する差分から算出した（式 (4.5)）．ただし，実

測においてどの分散値も検出個数が 3未満である時刻のレイトレーシングは行

わない．図 5.3から，シミュレーションによって実測とよく似た傾向の分散値推
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移を再現できていることがわかる．しかしながら，各時刻においてシミュレー

ションのほうが全体的にやや高めの分散値を示している．

図 5.4: シミュレーションで得られた分散値推移（左）と実観測での分散値推移

（右）

5.2 分散値誤差の定量化
図 5.1，図 5.4では，ひとつの時刻あたり複数の分散値の雷ホイスラが多数観

測されるため，そのままでは実測とシミュレーションによる誤差を測定しにく

い．そこで，検出個数の多い分散値から各時刻の分散代表値を決定し，代表値同

士の比較により，シミュレーションと実測の誤差を定量化する．本節では，分散

値Dを持つ雷ホイスラ検出個数をN(D)，検出個数最多の分散値をDmodeとし，

Drep =

∑2
k=−2(Dmode + k)×N(Dmode + k)∑2

k=−2 N(Dmode + k)
(5.1)

で算出されるDrepを分散代表値とする．この分散代表値を，シミュレーション

と実測で同一図内に描いたのが図 5.5である．代表値を同一図内で比較するこ

とで，どの時刻においてもシミュレーションのほうが実測よりも分散値が高く

なっていることが確認できる．実測での分散値推移の傾向が明瞭にわかる 10個

の軌道に対して，同様の手法で分散代表値の推移を導出した．その中から，実

測とシミュレーションの一致度が高い例と低い例を一例ずつ，それぞれ図 5.6と

図 5.7に示す．
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図 5.5: シミュレーション及び実測の分散代表値推移（左）とあけぼの軌道（右）

このように求めた代表値同士の差を誤差として，軌道の高度や経緯度，地方

時，季節，太陽活動度，地磁気活動度などの条件付き誤差分布を詳しく調べる

ことで，GCPMの誤差がどのような要因によるものかが推定可能であると考え

られる．しかしながら，現在のところ同手法により解析した軌道は 10個であ

り，有意な統計を得るためにはさらに多くの解析データを得る必要がある．ま

たその際には，レイと観測点の経度のずれを無視したことや，観測点到達範囲

を 100km円内とした近似的処理による誤差の影響を事前に評価しておかなけれ

ばならない．
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図 5.6: シミュレーションと実測の一致度が高い分散値推移例
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図 5.7: シミュレーションと実測の一致度が低い分散値推移例
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第6章 結論

本論文では，月周回衛星かぐや搭載の自然波動観測装置WFC-Lに実装されて

いた自動帯域選別機能について，将来衛星の機上ソフトウェア設計へのフィー

ドバックを目的とした性能評価を行った．また，磁気圏観測衛星あけぼの搭載

の広帯域波動受信機WBAのデータから，機上処理も視野に入れたデータ検出

処理を提案し，それを用いて長期観測データから検出した特徴的なプラズマ波

動の統計解析を行った．以下に，本論文で扱った内容を簡潔にまとめる．

6.1 月周回衛星かぐや搭載自然波動観測装置のデータ選別機能性
能評価

第 2章ではまず，月周回衛星かぐや，観測装置WFCの概要，WFC-L搭載の

ディジタルフィルタリング機能，そしてフィルタリング機能を有効活用するた

めの自動帯域選択機能 [後藤 他, 2008]について説明した．同機能は機上での実

運用期間が極僅かだったため，地上に蓄積された実データに同機能のアルゴリ

ズムを適用することで，詳細な評価を行った．

観測効率については，同機能を利用することで，観測全期間の平均で 4倍近

く向上し，特に，太陽に対して月の裏側のウェイクと呼ばれる領域では，7倍

以上になることがわかった．一方，ウェイク領域内への太陽風由来の陽子流入

イベントが起きた時には，それに伴う強度の高い波動を選別できていることが

確認され，選別機能はかぐや周回軌道において有用性が高いと言える．

実運用が見送られた波形の最大振幅を用いた判定法について，平均エネルギー

を用いた判定結果と比較を行った．平均エネルギー判定と同等の観測効率を実

現するような閾値を設定し，選別を行ったところ，パルス状波動に代表される

時間局所的な広帯域波動を選別しやすいことがわかった．一方，エネルギー判

定で選別できていた持続的に強度の強い波動を見逃してしまう事例が多く見ら

れた．WFC-Lで観測される広帯域波動は波形の飽和に由来する場合が少なくな

く，そういった面でも最大振幅判定は有効なシチュエーションが限られていた

と言える．また，広帯域自然波動をターゲットに最大振幅判定を利用する際に

は，歪みを抑制するために閾値の設定はよく検討する必要がある．

データ選別の平均エネルギー判定に用いる閾値は，背景雑音に基づくものと

して初期運用時のデータから基準値が決定され，各判定帯域についての閾値は，
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背景雑音特性とフィルタ特製の掛け合わせにより算出された．背景雑音の周波

数特性は白色系であると仮定されていたが，WFC-Lの全観測データを用いて統

計的に雑音特性を推定した結果，周波数におよそ反比例する特性が得られた．こ

の特性に基づき閾値を再設定した上で再度観測効率の向上度合を調べたが，元

の閾値と大きな差異は見られなかった．実運用においては，低周波帯域の波動

の効率的な取得により重点が置かれていたと判断できる．

機上への実装においては，リソース制約と観測フローの兼ね合いから，選別

判定に用いられるデータ点数が制限された．しかしながら，その状況下でも，観

測効率は 3倍程度になることがわかった．また，制約のない理想的な判定によ

る選別結果と比べて，選別されるべき帯域を選別できなかった，いわゆる取り

こぼしの発生件数は，全データ数の 5%以下であった．このことから，実用性の

ある機上実装ができていたと言える．

本論文では，主に観測効率の面で性能評価を行ったが，加えて，予めターゲッ

トとなる電磁波が明確な場合等には，それらの観測条件から取りこぼしの確率

を定量化し，評価指数に組み込むことで，より柔軟な選別ソフトウェア設計に

向けたフィードバックが期待できる．

6.2 あけぼの衛星長期観測データを用いた雷ホイスラ統計解析
まず第 3章では，解析の準備として，広帯域波動観測装置WBAの観測デー

タについてその強度較正の流れを示した．あけぼのWBAからは 25年以上に渡

る長期観測データが得られているが，その解析環境は充分に整っていなかった．

波形観測データと機器状態データの通信系統の違いによるデータの統合的な扱

いの困難さがその原因のひとつであったが，最近になって，解析に向けて特に

重要な前処理である強度較正の自動化手法が確立された．その強度較正手法の

流れを示し，また，較正後のデータを用いた簡易的なデータ抽出法を提案した．

提案した抽出手法は小区間毎の強度分布のみを用いる簡単な設計であるが，例

えばコーラスという波動に着目すると，他のスペクトル構造とある程度区別で

きることが示唆された．このような地上でのデータ選別や解析手法のより詳細

な検討により，衛星機上ソフトウェアの高度化への貢献が期待される．

そして第 4章では，あけぼのWBAで頻繁に観測される雷ホイスラという電

磁波について，観測頻度に主眼を置いた統計解析を行った．雷ホイスラの検出

には，スペクトル形状の特徴を利用した手法を用いた．1989年から 2010年の約
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22年分のUSCデータからは 6000以上，1999年から 2007年の約 8年分の ESR

データからは 3000以上の軌道に相当するデータから雷ホイスラを検出し，それ

ぞれ 90000個以上，15000個以上のホイスラが検出された．

検出された雷ホイスラの分散値の分布を調べたところ，80s1/2未満が支配的で

あり，20∼30s1/2が分布の中心となっていた．ESRのデータについては，20s1/2

程度を境にピークが二つできていたが，これは，空間的な観測カバー領域が北

半球の高緯度に偏っていたためで，そのような場合，伝搬距離の違いから，反

対半球を波源とする雷ホイスラは分散値が大きくなり，そうでなければ小さく

なる傾向が現れる．この傾向は，ESRデータから得られた雷ホイスラ観測頻度

の季節変動の要因を理解するのに有用であった．

USCデータから得られた観測頻度の空間分布からは，雷ホイスラは中緯度以

下の低高度領域，すなわち L < 2に相当する領域での観測が大半であることが

わかった．ハンガリーのティハニー地上局で行われた先行研究 [Lichtenberger

et al., 2008; Collier et al., 2009]からは，ティハニーで観測される雷ホイスラの

多くは，ティハニーよりも高緯度地域に相当する磁力線を伝搬しており，低緯度

側からの伝搬が少ないことが示された．雷ホイスラが地上で観測されるために

は，ダクトと呼ばれる磁力線に沿った電子密度の濃い領域の存在が重要となる

が，低緯度領域ではこのダクトが欠乏することで雷ホイスラが観測されにくく

なる [Rao et al., 1974]．一方で，衛星で観測される場合は，伝搬過程でダクトの

存在を必要としない．これがUSCデータで低緯度領域で観測頻度が高い要因と

考えられる．しかし，ESRデータは，低緯度領域に関してはそもそもカバーし

ていないが，USCと同じ衛星観測にも関わらず中緯度でのL > 2領域での観測

頻度がかなり高くなっている．ESRとティハニーはカバーする地磁気経度が近

いため，経度による磁力線の経路の違いではないかと考え，USCの地磁気経度

を基準にした経面とESRの地磁気経度を基準にした経面とで，その他の条件を

なるべく揃えた上でVLF波動の伝搬経路をシミュレートした．その結果，ESR

経面で伝搬した波動のほうが地心に対して外側に反れやすく，IGRF[Macmillan

and Maus, 2005]からは，磁力線がやや外側に向いていることも確認された．

Collier et al. [2006]は，ティハニーで観測される雷ホイスラ頻度と磁気共役

点にあたる南アフリカでの雷発生頻度を比較し，二者の間には大きな相関があ

ることを示した．我々の USCデータの観測頻度月変化からは，雷ホイスラが

7 ∼ 8月 12 ∼ 1月に活発になることが示されたが，このピークは，北半球，南
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半球それぞれの夏季における雷活動度の高さに対応して現れていると考えられ

る．ESRデータに関しては，北半球起源だと推定される分散値 20未満の雷ホ

イスラが 8月に顕著なピークを示したことから，これも夏季の雷活動に対応し

たものと推定できる．一方，20以上の分散値をもつ雷ホイスラ頻度の月変化は，

ティハニーでの地上観測で得られた月変化 [Tarcsai et al., 1988; Lichtenberger

et al., 2008]と全体的に似た傾向を示していることから，共通した波源領域を持

つと考えられるものの，細かな変動には差異もあり，この理由を説明するには

より詳細な雷活動と雷ホイスラ頻度との比較検討が必要となる．

月変化からは，雷活動度と雷ホイスラ観測頻度に密接な関係が示されたが，

その一方で，日変化においては，雷頻度と雷ホイスラ頻度は変動傾向にずれが

ある．雷は正午過ぎから活発になって夕方には低調になり始めるが，雷ホイス

ラは日中はほとんど観測されず，夕方から活発になり始め，夜間にそのピーク

を迎える．日中は，雷から発生した電磁波が電離圏 D領域で吸収されやすく，

雷ホイスラの発生が抑制されるために，このような傾向の違いが現れると考え

られる．また，夜間の雷ホイスラ頻度を地上観測と衛星観測で比較すると，地

上観測のほうがピークを迎える時間が深夜に寄っていることが分かった [Collier

et al., 2006, 2009; Lichtenberger et al., 2008]．地上観測で雷ホイスラが観測さ

れるためには，電離圏を下側からと上側から，2回通過する必要があるため，衛

星観測よりも吸収の作用を受けやすく，電離圏環境に依存した観測条件がより

シビアである．そのため，地上観測での雷ホイスラ観測頻度ピークは，衛星観

測よりも深夜に寄るのだと推定できる．

最後に，あけぼの極軌道におけるローカルタイムと季節の連動性から，ロー

カルタイムと季節に対する頻度変動の独立性を検証するために，ローカルタイ

ムと月を軸とした 2次元頻度分布を導出した．結果として，雷ホイスラ観測頻

度は，月とローカルタイムに対してそれぞれ独立に依存性を持っていることが

示唆された．

6.3 プラズマ圏電子密度分布モデルの妥当性検証に向けた雷ホイ
スラ応用法の検討

最後に第 5章では，今後の応用課題として，あけぼのの周回軌道に沿った雷

ホイスラの分散値推移から，電子密度分布モデルGCPM[Gallagher et al., 2000]

の誤差要因を推定する手法について検討した．
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電子密度分布モデルとしてGCPM，地球磁場モデルとして IGRF[Macmillan

and Maus, 2005]という仮定の下，レイトレーシング [Kimura et al., 1985; Kimura

and Goto, 2010]によって磁気圏プラズマ内のVLF波動の伝搬経路をシミュレー

トすることで，観測点における雷ホイスラのスペクトルを再現できることを確

認した．次に，実際のあけぼの軌道に沿って，再現したスペクトルから順次分

散値を算出することで，実測に近い条件でシミュレーションによる分散値推移

を導出した．

今後は，多数のファイルから上記分散値推移を導出した上で，実測とシミュ

レーションの比較を行い，ローカルタイムや季節，地磁気活動度といった条件

に対する誤差の分布の差異を調べることで，仮定した電子密度分布GCPMの誤

差要因を推定することが課題となる．

6.4 結び
磁気圏プラズマ環境の解明や宇宙開発，そしてそれらの実社会への応用へ向

けて今後一層の進展が期待される科学衛星探査という枠組みの中で，本論文は，

科学衛星データ解析のさらなる躍進に向けて，日本の先端的月探査衛星かぐや

のデータ選別機能を評価し，さらに，世界に誇る長寿衛星あけぼのの観測デー

タを用いて，データ検出手法の提案，雷ホイスラの統計解析を行った．

本研究により，機上と地上双方におけるデータ選別・抽出処理の重要性が広

く認識され，既存データの解析，将来衛星の観測効率化ともに建設的な発展に

貢献できれば幸いである．
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付録

A.1 かぐやWFC-Lデータ選別アルゴリズムで用いられるBPF

特性
以下の図に，かぐやWFC-L自動帯域選別機能 [後藤 他, 2008]で用いられた

BPFの振幅，位相の周波数特性を示す．各帯域の BPFともに，位相周波数特

性が線形位相を実現していることが確認できる．
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図A.1: 50∼100kHz BPFの振幅周波数特性
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図A.2: 50∼100kHz BPFの位相周波数特性
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図A.3: 25∼100kHz BPFの振幅周波数特性
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図A.4: 25∼100kHz BPFの位相周波数特性
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図A.5: 12.5∼100kHz BPFの振幅周波数特性
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図A.6: 12.5∼100kHz BPFの位相周波数特性


